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１．議事日程（第１日目） 

  （平成１９年度安芸高田市決算審査特別委員会） 

                             平成２０年 ９月２４日 

                             午前１０時００分 開会 

                             於  第１委員会室 

 １、開 会 

 ２、議 題 

  （１）認定第 １号 平成１９年度安芸高田市一般会計決算の認定について 

 ３、散 会 

 

 

 

２．出席委員は次のとおりである。（１９名） 

   委員    川 角 一 郎      委員    塚 本   近 

   委員    山 根 温 子      委員    宍 戸 邦 夫 

   委員    明 木 一 悦      委員    秋 田 雅 朝 

   委員    加 藤 英 伸      委員    赤 川 三 郎 

   委員    松 村 ユキミ      委員    藤 井 昌 之 

   委員    青 原 敏 治      委員    金 行 哲 昭 

   委員    杉 原   洋      委員    入 本 和 男 

   委員    山 本 三 郎      委員    今 村 義 照 

   委員    岡 田 正 信      委員    亀 岡   等 

   委員    渡 辺 義 則 

 

 

 

３．欠席委員は次のとおりである。（１名） 

   委員    玉 川 祐 光 

 

 

 

４．委員外議員 

   議長    松 浦 利 貞 

 

 

 

５．安芸高田市議会委員会条例第１９条の規定により出席した者の職氏名（４２名） 

  市 長  浜 田 一 義  副 市 長  藤 川 幸 典 

  総 務 企 画 部 長  田 丸 孝 二  会 計 管 理 者  立 田 昭 男 

  八千代支所長兼市民生活課長  槇 原 秀 克  美土里支所長兼市民生活課長  高 杉 和 義 

  高宮支所長兼市民生活課長  近 藤 一 郎  甲田支所長兼市民生活課長  垣野内   壮 
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  向原支所長兼市民生活課長  南 部 政 美  総務企画部経営管理担当  杉 安 明 彦 

  総務課長兼選挙管理委員会事務局長  沖 野 文 雄  総務企画部総務課主幹（安全推進担当）  宮 原 敏 治 

  総務課主査（秘書行政グループＧＬ）  山 中   章  総務課主査（職員グループＧＬ）  土 井 実貴男 

  総務課主査（危機管理グループＧＬ）  外 輪 勇 三  総務課主査（電算管理グループＧＬ）  竹 本 伸 治 

  財 務 管 理 課 長  佐々木   清  工事検査員（入札監理ＧＬ）  大 田 伸一郎 

  財務管理課主査（財産管理グループＧＬ）  大 野 泰 典  財務管理課主査（ＧＬ）  内 藤 道 也 

  行 政 経 営 課 長  武 岡 隆 文  行政経営課主査（経営管理グループＧＬ）  山 平   修 

  行政経営課主査（財政グループＧＬ）  広 瀬 信 之  政 策 企 画 課 長  竹 本 峰 昭 

  政策企画課主査（事業調整グループＧＬ）  池 本 俊 則  政策企画課主査（情報化推進グループＧＬ）  蔵 城 大 介 

  政策企画課主査（計画調整グループＧＬ）  福 井   正  政策企画課主査（交通施策等調整グループＧＬ）  大 田 雄 司 

  自 治 振 興 課 長  小 田   忠  自治振興課主査（自治振興グループＧＬ）  粟 田 和 則 

  選挙管理委員会事務局主査（選挙グループＧＬ）  高 本   修  会計課主査（出納グループＧＬ）  西 岡 保 典 

  監査委員事務局長  乘 田 省 三  監査委員事務局主査  国 司 秀 信 

  消 防 長  竹 川 信 明  消防本部次長兼総務課長  広 政 康 洋 

  総 務 課 総 務 係 長  近 藤 修 二  総務課消防団係長  野 川 栄 治 

  予 防 課 長 代 理  中 迫 二三男  消 防 課 長  児 玉 壽 徳 

  消 防 署 長  久 保 高 憲  監 査 委 員  木 原 張 登 

 

 

 

６．職務のため出席した事務局の職氏名（３名） 

  議 会 事 務 局 長  光 下 正 則  主 査  児 玉 竹 丸 

  主 任  國 岡 浩 祐 
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   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午前１０時００分 開会 

○川角委員長  皆さん、おはようございます。 

 いよいよ本日より決算審査に入るわけでございますが、本決算審査特

別委員会の正副委員長、委員会の委員長に私川角、そして塚本委員が副

委員長に選出されました。大役ではありますが、一生懸命務めますので、

委員の皆さんの御協力をいただきますようお願いをいたします。よろし

くお願いいたします。それでは、座って失礼いたします。 

 さて、本日から10月2日まで、都合7日間の日程で審査を進めてまいり

ます。冒頭御報告いたしますが、市長から、今年度100歳を迎える方に

対する国及び市からの敬老祝い品のお届けに該当者宅を訪問するため等

の公務で、お手元の日程により委員会を欠席するとの申し出がありまし

た。決算審査特別委員会における市長の出席については、昨年10月の議

会運営委員会での決定により、市長は出席義務はないが、支障のない限

り積極的に出席することといたしておりますので、これを了承いたしま

したので、報告をいたします。 

 なお、この訪問に随行するため、本日は南部向原支所長から午後欠席

する旨の通知が出ておりますので、あわせて報告をいたします。 

 ただいまの出席委員は18名でございます。定足数に達しておりますの

で、これより決算審査特別委員会を開会をいたします。 

 なお、玉川委員から欠席届が出されております。また、入本委員のほ

うから遅刻ということで届けが出ておりますので、御了承いただきたい

と思います。 

 本決算審査特別委員会に付託された議案は、平成19年度安芸高田市一

般会計決算及び各特別会計決算並びに水道事業決算の認定の計13件でご

ざいます。審査は、議案の番号順に行うべきとは思いますが、説明員の

交代等進行の便宜上、お手元の委員会日程のとおり、各部局ごとに審査

を進めたいと思います。これに御異議ございませんか。 

  〔異議なし〕 

 異議なしと認め、そのように進行させていただきます。 

 本日の審査日程は、お手元に配付のとおりでございます。 

 本日は、委員会の初日でございますので、市長のごあいさつをいただ

きます。 

 浜田市長。 

○浜 田 市 長  おはようございます。 

 決算審査特別委員会の開会に当たりまして、一言ごあいさつを申し上

げます。 

 委員各位の皆様方には、御多用のところ本委員会に御参集をいただき、

まことにありがとうございます。また、木原代表監査委員におかれまし

ても、公私とも御多用の中、御出席をいただき、ありがとうございます。 

 決算審査特別委員会につきましては、本日から10月2日までの日程で、
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述べ7日間にわたり部局ごとに審査をいただくわけでございます。平成

19年度に執行いたしました事務事業経費について、議会あるいは議員の

立場から御意見を賜り、今後の市政の運営の参考にさせていただきたい

と思っております。長期間に及ぶ日程でございますが、よろしく御審査

を賜りますようお願いを申し上げます。 

 なお、私の日程につきましては、先ほど委員長から報告をいただいた

とおりでございますので、よろしく御理解を賜りたいと思います。よろ

しくお願いいたします。 

○川角委員長  それでは、各所管の決算の審査に入ります前に、平成19年度決算全体

の概要についての説明と、あわせて当該決算に基づく健全化判断比率及

び資金不足比率の報告書が配付されておりますので、その概要説明を求

めます。 

○田丸総務企画部長  それでは、まず平成19年度の決算概要を説明させていただきます前に、

先般、監査委員の審査意見書等にお配りをしております平成19年度決算

に基づく健全化判断比率及び資金不足比率についてということにつきま

して御報告をさせていただきたいというふうに思います。 

 1ページをお開きをいただきたいと思います。 

○川角委員長  皆さん、資料ございますか。 

 暫時休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午前１０時０６分 休憩 

      午前１０時０８分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  それでは、休憩を解いて再開をいたします。 

 続いて説明を求めます。 

○田丸総務企画部長  報告書の1ページをお開きをいただきたいと思います。 

 昨年6月に地方自治体の財政の健全化に資することを目的といたしま

した地方公共団体の財政の健全化に関する法律が公布されました。健全

化判断の4指標等の公表については平成19年度決算から、財政健全化計

画の策定の義務づけ等につきましては平成20年度決算から適用となって

おります。1ページ、総括表としまして健全化判断指標でございます一

般会計等であります、いわゆる普通会計の実質赤字比率、すべての会計

を合算した連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の4指標

の数値を掲げております。実質赤字比率、連結実質赤字比率につきまし

ては、実質収支が黒字であることから、赤字の比率は生じておりません。

一般会計等における公債費の元利償還金及び公営企業の元利償還金への

繰出金や一部事務組合の公債費への負担金等に充当された一般財源に対

する標準財政規模の割合であります実質公債費比率につきましては、

19.2％で、早期健全化基準の25.0％を下回っておりますが、地方債の発

行に県の許可が必要な18％を上回る結果となりました。 

 なお、実質公債費比率につきましては、平成17年度決算から地方財政



5 

事情調査表、いわゆる決算統計に基づく指標として定められた数値でご

ざいましたが、このたびの決算から財政健全化に基づく指標として位置

づけられ、従前の算出方法の一部が改正をされております。主な改正点

は、従前特別会計に係る過疎債、辺地債の償還額については、各会計の

繰出金総額に対する公債費充当繰出金の案分率で算出していたものを全

額公債費として計上することとされました。これは、従前の算出方法と

比較して比率が上がる要因となります。 

 また、都市計画税を徴収してる団体については、その収入額を公債費

充当特定財源として扱われることになり、これは比率が下がる要因とな

ります。本市におきましては、特別会計における公債費の取り扱いが変

更されたこと、さらに都市計画税を設けていないことから、従前の比率

の算出方法と比較しますと1.4ポイント上昇する結果となりました。ち

なみに従前の算出方法による比率は、平成19年度17.8％、お示ししまし

たとおり、改正後算出しました比率は19年度19.2ということで、1.4ポ

イントの上昇ということでございます。 

 次に、将来負担比率でございますが、これは財政健全化法の施行によ

り、このたび新たに設けられた指標で、地方債残高のほか一般会計等が

将来負担すべき実質的な負債、一部事務組合への地方債償還負担額、職

員の退職手当に係る費用、設立法人に対する負債額等に係る将来の負担

見込み額などを標準財政規模で除した比率でございます。本市の将来負

担比率は195.7％で、早期健全化基準の350％を下回っております。本比

率は、多額の債務を抱えている赤字経営の病院事業や宅地等土地造成事

業、観光事業を持つ団体については数値が高くなります。現段階では、

全国の平均数値や類似団体等の指標が公表されておりませんので、一概

には申せませんが、本市の指標は赤字を抱える病院事業や宅地造成事業

がないにしても、類似団体と比較すると、一般会計や上下水道事業会計

などの地方債残高が多額であることから、高い指標であると考えられま

す。 

 2ページをお開きをいただきたいと思います。2ページからは、それぞ

れの指標の内容を記載しております。まず、実質赤字比率でございます

が、一般会計、コミュニティ・プラント整備事業特別会計及び飲料水供

給事業特別会計を合算した、いわゆる一般会計に今申し上げました2つ

の特別会計を合わせたものが普通会計という形になります。この普通会

計の実質収支額は2億9,145万円の黒字でありますことから、実質赤字比

率は生じておりません。 

 3ページの連結実質赤字比率につきましても、一般会計等である普通

会計と10の特別会計を合算した実質収支、資金収支が黒字であることか

ら、赤字比率はございません。 

 なお、②の老人保健特別会計の赤字2,482万円につきましては、老人

医療に係る国県の医療費負担金収入が翌年度精算方式による制度的な赤

字によるものでございます。 
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 4ページをお開きをいただきたいと思います。実質公債費比率の指標

は、3カ年平均であらわしております。中段に単年度の指標を掲げてお

りますが、平成17年度が18.4％、平成18年度は19.5％、平成19年度が

19.6％と年々上昇を続けております。平成22年度に公債費の償還のピー

クを迎えることから、今後比率が上昇するものと考えられます。公債費

であります長期借入金の返済額につきましては、過去に大量に借り入れ

た起債であることから、この比率は簡単に下がるものではございません。 

 昨年9月に策定いたしました財政健全化計画をもとに、5％を超える政

府の高利資金の繰上償還を行うとともに、市中金融機関から借り入れて

いる地方債の繰上償還の実施や、これから計画する事業につきましては、

政策的事業以外については不要不急な事業は廃止し、選択と集中を行い、

投資効率を高めるとともに、地方債発行を見直し、少しでも後年度の公

債費の負担の減少を図りたいと考えております。 

 先ほど申し上げましたように、健全化法に基づく指標比率の算入方法

の改定により、中山間地域などの財政力の弱い団体におきましては、上

下水道整備の財源として発行した過疎・辺地債の償還の加算により、比

率が上昇する要因となり、一方、都市計画税を徴収している都市部の自

治体につきましては、当該収入がすべて公債費充当特定財源に算入され

ることなどにより、比率が減少する要因となっております。結果として、

沿岸都市部と中山間地域に属する自治体との財政指標の数値上の格差が

広がるものと思われます。ちなみに広島市や廿日市市などは3ポイント

程度低下をするだろうというふうに言われております。 

 5ページは将来負担比率の算出に伴う各負担額等を掲げております。

アは一般会計、コミュニティ・プラント整備事業特別会計、飲料水供給

事業特別会計の平成19年度末の地方債の現在高で382億5,363万7,000円

でございます。 

 イの債務負担行為に基づく支出予定額4,608万2,000円は、簸川土地改

良区修繕費償還助成金、地区再編農業構造改善事業償還助成金、教職員

住宅建設事業償還金でございます。 

 ウは下水道事業、簡易水道事業にかかわる地方債の償還にかかわる一

般会計からの繰り入れ見込み額で116億8,366万8,000円でございます。 

 エは芸北広域環境施設組合の地方債の償還にかかわる負担見込み額で

2億7,997万1,000円でございます。 

 オは、年度末に職員が一斉退職すると仮定した場合の退職手当支給予

定額にかかわる負担見込み額で、43億2,469万5,000円でございます。企

業会計の概念で言えば、退職手当引当金に相当するものと考えていいと

思います。 

 カは、設立法人等の負債の額等に係る負担見込み額1億2,556万3,000

円で、内訳は、安芸高田市土地開発公社が所有する公園用等の保有土地

5,532万3,000円、市が損失補償しております債務の負担見込み額、安芸

高田アグリフーズ株式会社に対するものが5,561万5,000円、神楽門前湯
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治村株式会社に対するものが1,462万5,000円でございます。出資法人に

対する損害補償の負担見込み額の算入率につきましては、それぞれの会

社の財務状況をもとに判断されるものでございます。 

 下段のケ、コ及びサにつきましては、上記将来負担額に係る充当可能

財源等でございます。将来負担比率の算定方法は下段のとおりで、平成

19年度決算に基づく比率は195.7％となるものでございます。 

 6ページをお開きをいただきたいと思います。資金不足比率は、一般

会計等でいいます実質収支の赤字に対する公営企業の事業規模、いわゆ

る料金収入などの営業収益に対する比率でございます。 

 各企業会計の資金不足比率でございますが、地方公営企業法適用の水

道事業を初め法非適用であります下水道事業の3事業及び簡易水道事業

のいずれもいわゆる実質収支が黒字であることから、資金不足はござい

ません。各公営企業ごとの比率が20％を超える場合が経営の健全化を求

める基準となります。 

 7ページは、水道事業会計の資金不足額等の計算式を記載しておりま

す。現金、預金、未収金等の流動資産が未払い費用などの流動負債を上

回っており、1億4,518万1,000円の資金剰余額となっております。 

 8ページをお開きをいただきたいと思います。下水道事業及び簡易水

道事業における平成19年度の歳出決算額と翌年度への繰り越し財源を除

いた歳入決算額の実質収支額は、いずれの会計も黒字決算となっており

ます。 

 なお、公営企業会計においては、本来独立採算が原則でございますけ

ども、現在、上水道事業以外の公営企業会計につきましては、使用料収

入で不足する額を一般会計から繰り出ししておりますことから、結果的

に資金不足が生じていないということになっております。現在の一般会

計の財政状況をかんがみますと、無尽蔵に繰り出しができる余裕は全く

ございませんので、各特別会計においては安易に一般会計からの繰入金

に依存することなく、長期的見直しのもとに会計の健全かつ安定的な運

営に努める必要がございます。また、独立採算制の原則及び経済性を十

分認識し、より一層の収益の確保に向けた加入促進や納税率につきまし

て具体的な目標を設定をし、取り組みを強化するなど経営の健全化に努

める必要があると考えております。 

 以上、財政健全化法に伴う健全化判断比率等の御報告をさせていただ

きましたが、実質公債比率、将来負担比率等は、早期健全化基準を下回

っているとはいえ、当市の財政状況は決して健全な数字だとは言えない

状況にあります。今後、より一層の財政の健全化を進め、適正な財源確

保と徹底的な経費の見直しを行うとともに、限られた財源を最大限に有

効活用するための適正な施策の選択や重点化を推進し、より効率的・効

果的な行政執行と財政運営の構築が必要であると考えております。 

 次に、平成19年度決算の概要につきまして、先般お配りをしておりま

す普通会計財政状況により御説明をいたしたいと思います。資料はこれ
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でございます。 

 それでは、1ページをお開きをいただきたいと思います。普通会計決

算の主な財政指標等を掲げております。 

○川角委員長  ちょっと待ってください。 

 暫時休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午前１０時２４分 休憩 

      午前１０時２４分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  それでは、休憩を解いて再開をいたします。 

 説明を続けてください。 

○田丸総務企画部長  普通会計決算の主な財政指標等を1ページに掲げております。ここで

いいます普通会計とは、財政比較や統一的な把握をする目的で、地方財

政状況調査上、統一的に用いられる会計区分で、一般会計と公営企業会

計を除く特別会計の合計であります。本市におきましては、一般会計、

コミュニティ・プラント整備事業特別会計、飲料水供給事業特別会計が

普通会計に含まれるものであります。 

 左上の決算規模でございますが、平成19年度普通会計における歳入総

額は214億911万4,000円で、前年度と比較して7億7,534万9,000円、

3.5％減少しております。歳出総額は211億678万3,000円で、前年度と比

較しまして7億6,333万3,000円、3.5％の減少であります。歳入歳出差引

額は3億233万1,000円で、翌年度へ繰り越しました繰越財源1,088万

1,000円を差し引いた実質収支は、2億9,145万円の黒字となりました。

19年度の実質収支から前年度、18年度の実質収支を差し引いた額であり

ます単年度収支は8,679万9,000円と、合併以来初の黒字となったところ

であります。 

 また、単年度収支額に財政調整基金積立金1億6,356万7,000円及び地

方債の繰上償還額2,007万2,000円を加算し、財政調整基金取崩額3億円

を差し引いた額である実質単年度収支は2,956万2,000円の赤字で、実質

的な赤字は合併以降依然として続いておりますけども、赤字の額はかな

り減少いたしております。 

 左の表の下から4段目の標準財政規模は、地方公共団体の一般財源の

標準的な規模を示すもので、普通交付税の基礎指標となる数値でござい

ます。平成19年度は128億1,247万2,000円で、前年度と比較しますと156

万9,000円とわずかに増加しております。右の表の1段目の経常収支比率

でございますが、この比率は、義務的性格である人件費、扶助費、公債

費ほか物件費、補助費など歳出の経常経費に地方税、交付金、普通交付

税等の経常的に収入される一般財源がどの程度充当されているかを見る

ことにより、財政構造の弾力性を判断するための指標でございまして、

平成19年度の経常収支比率は95.7％で、前年度と比較すると1％増加を

しております。 
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 以下、借入金の返済額に係る比率でございますが、公債費比率は

17.9％で、1.1％の減少、公債費負担比率が25.2％で、0.3％上昇、起債

制限比率は13.9％で、前年度と同率となっております。 

 また、平成17年度決算から公債費にかかわる新たな財政指標となりま

した実質公債費比率は、先ほど健全化判断比率の報告で申し上げました

とおり、平成19年度の決算から地方財政健全化法に基づく比率に改めら

れました。平成19年度決算に基づく比率は19.2％、平成18年度の数値を

健全化法に基づき再算定した比率と比較しますと、0.3％上昇いたして

おります。 

 将来負担比率につきましては、先ほど御説明申し上げましたとおり、

本年度から設けられた財政健全指標で195.7％となっております。 

 普通会計所管の積立金現在高は、16基金全体で55億4,539万1,000円、

前年度と比べて2億6,307万8,000円減少しております。また、財政調整

基金の残高は10億944万6,000円、前年度と比較して3,643万3,000円減少

し、減債基金は1億9,395万2,000円、前年度と比較して9,817万9,000円

増加しております。 

 普通建設事業の決算額は32億669万3,000円で、前年度と比較して7億

4,088万1,000円、18.8％減少しております。普通会計の地方債現在高に

つきましては345億8,920万1,000円で、地方債の償還額が借入金を上回

っておりますことから、前年度と比較しまして1億6,165万3,000円、

0.5％減少しております。 

 続きまして、2ページをお開きをいただきたいと思います。平成19年

度の費目別の歳入決算と前年度の比較を掲げております。主な費目につ

いて御説明申し上げますと、地方税の19年度決算は37億366万2,000円で、

前年度と比較しますと3億1,154万9,000円、9.2％増加をしております。 

 個人市民税につきましては、税源移譲に伴う増加でございます。法人

市民税は、前年度と比較して3,101万2,000円増加しておりますが、平成

20年度につきましては、エネルギー、原材料価格の高騰等の影響により

まして企業収益の増税が鈍化傾向にあることから、現段階では平成19年

度と比較して減少する見込みと思われます。 

 固定資産税につきましては、前年度と比較して3,904万5,000円、

2.2％増加しております。 

 たばこ税は、大口消費者の大量購入の減少により、前年度と比較して

5,413万6,000円、22％減少いたしております。 

 入湯税は、利用者数の減少によりまして、前年度と比較して84万

2,000円、3.2％減少しております。 

 地方譲与税は、税源移譲に伴う個人住民税の税率の変更により、従前

交付されておりました所得譲与税の廃止によりまして、前年度と比較し

て2億4,829万9,000円、48％減少しております。 

 中段の地方交付税のうち普通交付税は80億8,356万7,000円で、前年度

と比較すると2億2,611万5,000円、2.7％減少しております。これは税源
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移譲による個人市民税の増加に伴い、基準財政収入額が増加したことに

より、結果的に普通交付税の交付基準額が減少したことが主な減少要因

でございます。 

 また、普通交付税には、いわゆる赤字地方債であります臨時財政対策

債への振りかえ分が考慮されており、平成19年度の振りかえ額は前年度

と比較して6,880万円、9.3％減少しており、臨時財政対策債と普通交付

税を合算した額は、前年度に比べて2億9,491万5,000円減少しており、

実質的な交付額はかなり減少しているのが実情でございます。 

 なお、平成20年度につきましては、地方財政対策債の加算措置がなさ

れ、交付額が増加をしておるところであります。 

 特別交付税は7億2,047万1,000円で、合併後3年間の合併加算措置の終

了により、前年度と比較しますと9,071万6,000円、11.2％減少していま

す。 

 使用料につきましては、前年度と比べて5,030万3,000円、12.6％大き

く減少しておりますが、これにつきましては、美土里町の横田及び北生

診療所は、従前一般会計を通して医師に支払いをしておりました診療収

入に相当する経費を医師の直接収入としたことによるものでございます。 

 手数料は、し尿処理手数料の減少により、前年度と比べまして877万

9,000円、6.2％減少しています。 

 国庫支出金の決算額は12億4,026万2,000円で、過年度の土木施設災害

復旧費負担金の増加が主な要因により、前年度と比較すると6,104万

2,000円、5.2％増加しております。 

 県支出金は16億1,842万円で、前年度と比較すると3億8,003万6,000円、

19％の減少で、安芸高田アグリフーズ施設整備事業の終了による経営構

造改善事業費県補助金の減少が主な要因でございます。 

 財産収入は9,779万9,000円で、土地売払収入の増加により、前年度と

比較しますと7,027万2,000円増加しております。 

 下段の地方債は31億30万円で、前年度と比較しますと4,710万円、

1.5％増加しております。一般財源である臨時財政対策債及び減税補填

債が9,930万円減少し、投資的経費に充当する一般地方債が1億4,640万

円増加いたしております。 

 なお、下段に括弧書きしております地方税や各種交付金、普通交付税

及び臨時財政対策債、減収補填債の合計であります経常一般財源の総額

は133億3,079万1,000円で、前年度と比較して3億3,101万8,000円、

2.4％大きく減少いたしております。いわゆる三位一体改革により一部

分的な税源移譲が行われたものの、それをはるかに上回る額の交付税等

の削減によりまして、結果的に地方自治体が自由に使える経常一般財源

が前年度と比べて大きく減少しているということをあらわしております。 

 下の3ページをお願いいたします。歳入決算の構成比をグラフ化した

ものでございます。平成19年度の歳入決算の構成比では、地方交付税が

41.1％を占め、続いて地方税17.3％、地方債14.5％、県支出金が7.6％
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となっており、地方交付税に大きく依存した歳入構成となっておるとこ

ろであります。 

 4ページをお開きをいただきたいと思います。歳出の性質別経費の決

算額を掲げております。主な費目を御説明いたしますと、人件費の平成

19年度決算額は41億2,419万7,000円で、前年度と比較しますと2億1,201

万7,000円、4.9％減少いたしております。退職職員の不補充、給与カッ

トにより、職員人件費が2億50万3,000円減少し、年度中途の人材派遣の

雇用形態の変更に伴い、非常勤職員報酬が4,551万7,000円増加いたして

おります。 

 扶助費につきましては17億2,949万3,000円で、前年度比8,576万8,000

円、5.2％増加しております。障害者自立支援事業に係る扶助費の増加

が主な要因でございます。 

 公債費は、地方債の負担金償還金の一時的な減少により、38億8,121

万3,000円で、前年度比9,860万5,000円、2.5％減少しております。 

 物件費は27億7,999万3,000円で、前年度比2,848万8,000円、1.0％増

加をいたしております。みつや保育所の開設、除雪経費、雇用形態の変

更による賃金、施設整備に伴う備品購入費などが増加し、その他の業務

委託費につきましては減少をいたしております。 

 維持補修費は1億9,702万5,000円で、庁舎修繕費などの減少により、

前年度比1,055万8,000円、5.1％減少しております。 

 扶助費等は16億4,939万9,000円で、前年度比1,371万5,000円、0.8％

増加をしております。芸北環境施設組合、後期高齢者広域連合への負担

金及び八千代開発公社への財政援助費が増加をしたところであります。 

 繰出金は24億8,399万5,000円で、前年度比5,640万5,000円、2.3％増

加をしております。国民健康保険特別会計及び介護保険特別会計への繰

出金が増加をしております。 

 投資及び支出金貸付金は2,921万3,000円で、前年度比2,450万9,000円

増加をしております。上水道事業にかかわる一般会計で借り入れた出資

債相当額の出資金2,360万円の増によるものでございます。 

 積立金は3億1,266万1,000円で、前年度比1億2,841万8,000円の減額で、

財政調整基金への積立金の減少でございます。 

 投資的経費でございます普通建設事業費は32億669万3,000円で、安芸

高田アグリフーズ施設整備補助事業費の減少や単独事業費の減少により、

前年度と比べ7億4,088万1,000円、18.8％減少をしております。 

 災害復旧事業費は7億1,290万1,000円で、過年度災害復旧事業費の増

加により、前年度と比べて2億1,826万1,000円、44.1％増加しておりま

す。 

 下段の5ページをごらんをいただきたいと思います。性質別の歳出決

算の構成比をグラフ化したものであります。平成19年度決算の構成比で

は、人件費の割合が19.5％と最も高く、続いて公債費18.4％、普通建設

事業費15.2％、物件費13.2％、繰出金11.8％となっております。投資的
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経費の減少により、義務的経費である人件費、扶助費、公債費の決算に

占める割合は、前年度と比べて0.6ポイント増加をしたところでありま

す。 

 6ページをお開きをいただきたいと思います。普通会計の目的別決算

を掲げております。平成19年度の目的別決算構成割合は、民生費が

20.9％と最も高く、次いで公債費18.4％、総務費16.2％、教育費12.8％、

土木費7.9％、衛生費7.8％、農林水産業費7.7％と続いております。 

 主な増減理由につきましては、右の摘要欄をごらんをいただきたいと

思います。下段の7ページは、合併後の目的別の決算額の推移でありま

す。 

 続きまして、8ページをお開きいただきたいと思います。左の表は、

平成12年度からの主な財政指標の比率の推移で、棒グラフは経常収支比

率、折れ線グラフは公債費関係の比率をあらわしております。いずれの

数値も年々上昇の傾向にございまして、平成12年度と比較しますと、経

常収支比率が10.9ポイント、公債費比率が1.7ポイント、起債制限比率

が2.5ポイント、それぞれ上昇しております。棒グラフの経常収支比率

につきましては、歳入の市税、各種交付金、普通交付税などの経常的に

歳入される経常一般財源が人件費、公債費、物件費などの経常的に歳出

される経費にどの程度充当されているかを示す数値で、平成19年度にお

いては経常一般財源総額の95.7％が経常的な歳出に充当されており、残

りの4.3％しか臨時的な政策経費に充当できないことをあらわしており

ます。一般的に95％が警戒のラインであるというふうに言われておりま

す。 

 先ほどの歳入の項で申し上げましたが、経常収支比率の悪化は、三位

一体改革に伴う交付税等の経常一般財源の減少が大きな要因となってお

ります。また、起債制限比率につきましては、交付税措置された額を除

いた地方債の元利償還金の標準財政規模に対する割合で、14％が警戒ラ

インとされております。安芸高田市におきましては、いずれの数値も警

戒数値にあるのが現状でございます。 

 右の表は、財政調整基金、減債基金を合わせた基金現在高と普通会計

における地方債残高の推移を掲げております。合併以前においては、基

金が年々減少するのに反比例しまして、地方債残高は年々上昇いたして

おりました。平成17年度以降、投資的経費の減少に伴い、当該年度に借

り入れた起債に対して地方債償還額が上回っていることから、地方債の

残高は徐々に減少いたしております。また、財政調整基金と減債基金の

残高につきましては、合併以降、決算余剰金の2分の1相当額の積み立て

を行い、辛うじて減少を食いとめております。 

 下段の9ページは、平成20年度の普通交付税の算定額が確定しており

ますことから、平成19、20年度の普通交付税の明細を記載をしておりま

す。普通交付税につきましては、市町村合併後10年間の合併加算措置で

あります合併算定がえがありますことから、旧町別の算定方式となりま
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す。平成20年度の合併算定がえ後の普通交付税、左側の赤線で囲ってお

ります交付額は85億7,026万2,000円で、合併加算された交付確定額でご

ざいます。 

 すぐ右側の安芸高田市一本算定の交付額は、合併加算がない場合の額

で61億9,258万8,000円となり、合併後10年後の平成26年度から段階的に

減少し、合併加算措置終了後の平成31年度には、現行の交付税制度が存

続すると仮定しても、現在の交付額より23億円余りも減少することにな

ります。 

 なお、平成20年度は、地方財政対策費の加算措置がなされております。

本市には3億3,400万円が措置されております。地方財政対策費は、主に

合併市町村で特に財政状況の厳しい市町村に配慮された措置となってお

ります。下段の表及びグラフは、普通交付税の推移を記載をしたもので

あります。 

 10ページをお開きをいただきたいと思います。10ページは、各基金別

の現在高を掲げております。下の11ページは、各基金残高の推移をグラ

フであらわしております。 

 続きまして、12ページをお開きをいただきたいと思います。会計別の

地方債現在高を掲げております。中央の平成19年度末残高は、一般会計

が380億7,695万5,000円で、前年度と比較して3億1,752万8,000円減少い

たしております。7つの特別会計の残高は132億656万円となり、一般会

計、特別会計合わせた地方債残高は512億8,351万5,000円で、前年度と

比べまして3億8,655万円減少しております。 

 なお、地方公営企業法適用の上水道事業の企業債残高は9億6,744万

9,000円で、水道事業においては事業収益、いわゆる使用料で償還を賄

っており、現在、償還に係る一般会計からの繰出金はございません。下

段の13ページの表は、普通会計の地方債現在高と借入先現在高を掲げて

おります。 

 左の表の地方債別の構成割合は、5の一般単独事業債が49.3％と最も

高く、続きまして普通交付税の振りかえ財源である16の臨時財政対策債

が16.6％、過疎対策事業債13.2％と続いております。 

 なお、区分後の一般単独事業債のうち、細区分の合併特例事業債の残

高は94億6,785万3,000円、全体に占める構成比は27.4％となっておりま

す。 

 14ページをお開きをいただきたいと思います。平成19年度普通会計の

決算純計の内容を掲載しております。 

 続きまして、16ページをお開きをいただきたいと思います。このペー

ジ以降は、安芸高田市と人口規模が類似しております大竹市、竹原市、

江田島市、また近隣市の県北の三次市、庄原市の財政状況を掲げており

ます。なお、各団体の数値につきましては7月末の速報値で、確定値で

ないということを御了解をいただきたいというふうに思います。中山間

地域に位置する県北3市は、いずれの市も沿岸部の市と比較しまして総
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体的に財政状況が悪いのが現状でございます。参考資料として後ほどご

らんをいただきたいというふうに思います。 

 24ページからは資料編でございまして、19年度の会計別収支決算等を

掲げております。これにつきましても、後ほどごらんをいただきたいと

いうふうに思います。 

 以上、財政状況の概要を申し上げました。これから平成19年度の決算

を審議をいただきますが、決算状況及び審議の内容を踏まえ、これから

始まります平成21年度の予算編成の糧とさせていただきたいというふう

に思います。 

 以上で平成19年度の普通会計決算及び財政事業の概要説明を終わりま

す。 

 なお、総務企画部所管の決算の概要につきまして、それぞれの担当課

長から説明をいたさせます。以上でございます。 

○川角委員長  それでは、ただいまの説明に対して質疑を受けていきたいと思います。 

 なお、本日は、監査委員が出席しておられますので、監査に当たって

の基本的な考え方等特に質問があれば、ここであわせてお受けをしたい

と思います。 

 ただいまの説明に対して質疑があったら、お願いをいたします。ござ

いませんか。 

 今村委員。 

○今 村 委 員  健全化に関して二、三ちょっとお伺いをしたいと思いますが、いずれ

もこの指標も国の基準には達してなくて非常に結構だというふうに思う

わけでございますが、中でも実質公債比率が極めて高いというふうに思

うわけです。そして、これまでの昨年度出されました財政計画において、

そのときに言われておりましたが、22年度が公債費が非常にピークにな

る年度というふうに資料的にも出ておりますが、それとあわせまして、

この22年度に最高位を占めることに関して、今後公債比率がどのような

変遷をしようとしてるのか。これまで普通会計から連結決算というよう

な形で見た場合に、そこら辺についての見通しについてどういうふうに

お考えなのか、1点をお聞きしたいと思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 田丸総務企画部長。 

○田丸総務企画部長  財政健全化計画の前提は、この計画の中でお示しをしておりますとお

り、行財政改革をやっぱり徹底してやっていくということと、それから

事業等につきましても実施計画で定めまして、その枠内でいわゆる事業

の選択と集中とをしながら、不要不急な事業についてはしないと、こう

いった基本的な姿勢でつくられております。基本的にこういったスタン

スをとっていけば、22年度以降につきましては計画的に公債比率も下が

っていくというふうに判断をしております。特に平成7年、8年ごろを中

心にした、いわゆるバブル崩壊後の公共事業による財政出動によって経

済を活性化させると、こういった時期でございましたけども、この時期
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に極めて高い事業を行い、公債費を発行しておりますので、ここのとこ

ろを乗り切って計画的な起債管理をしていけば、先ほど申し上げました

ような状況に近づいていくというふうに今のところ理解をしております。 

○川角委員長  続いて、今村委員。 

○今 村 委 員  あと標準財政規模なんですが、類似団体と比較して比較的高いんじゃ

ないかというふうに思うわけですが、このことが今後分母の問題として

大きく変わってくるんじゃなかろうかというふうに思うんですが、財政

当局として将来的にこの規模の適正額というのは、どのぐらいだったら

適正だろうというふうに思われておるのか、そこら辺についてはいかが

でございましょうか。 

○川角委員長  田丸総務企画部長。 

○田丸総務企画部長  自治体として適正な額というのがどのぐらいになるかということは、

それぞれの置かれてる状況がございますので、一概に言えないというふ

うに思いますが、基本的には、資料の中で御説明申し上げましたように、

合併に伴います、いわゆる算定がえがございました。その部分がいわゆ

る通常の3万2,000人の市に比べて大きく標準財政規模を押し上げている

ように思いますので、合併後15年を経過して単なる3万2,000人のまちに

なれば、当然23億という一般財源は全くなくなるわけでございます。そ

れを減少した数値プラス・マイナスのアルファというところが標準財政

規模になっていくというふうに考えるのが適当だろうというふうに考え

ております。 

○川角委員長  ほかに質疑ございませんか。 

 亀岡委員。 

○亀 岡 委 員  特に地方税の中で個人の市民税あたりの増減率が大きいんですよね。

必然的にこういったことは求められてくる傾向にあると思いますが、今

後こういう方向でやっていくことが好ましいのかどうなのか、そこらに

ついての基本的な考え方、これを少しお聞かせをいただきたいと思いま

す。 

○川角委員長  答弁求めます。 

 田丸総務企画部長。 

○田丸総務企画部長  今回の決算におきまして、地方税の中でも個人市民税がいわゆる増加

をしているわけでありますが、これは安芸高田市が意図して増税を行っ

たものではございません。いわゆる税源移譲によって、この個人市民税

がふえた。一方で国の所得税等々につきましては減少している。そのプ

ラス・マイナス・ゼロの部分であるわけでありますが、当然それにより

まして市の財政とすれば、地方譲与税、さらには地方交付税そのものが

減って、三位一体改革の中で全体とすればマイナスになると、こういっ

た構造にあるわけでございますので、個人市民税につきましては、市と

してこのような傾向を続けるどうこうということではないだろうという

ふうに考えております。 

○川角委員長  ほかに質疑ございませんか。 
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 今村委員。 

○今 村 委 員  せっかく監査委員のほうに出席をしていただいておりますので、監査

意見書の中からちょっとお伺いをしたいと思いますが、合併後……。 

○川角委員長  暫時休憩をいたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午前１１時０２分 休憩 

      午前１１時０２分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  休憩を解いて再開をいたします。 

 今村委員。 

○今 村 委 員  意見書の中で、これまで合併後地域間格差があって、そのまま調整が

必要だったというふうなとらまえ方をされております。そして、今後は

地域間の格差についてその是正を図っていく必要があるというふうに記

述されておりますが、監査の立場から見た行政課題をどういうふうに感

じておられるのか、そういったような事項があれば、御説明をお願いし

たいというふうに思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 木原監査委員。 

○木原監査委員  それでは、先ほどの御質問でございますけども、旧6町の合併により

まして、本来市全体で考えられるべき行政サービス体系、例えば水道料

金でありますとか固定資産税とか、そういったものにつきまして、まだ

各旧町で格差があるということがありますので、こういったものについ

ては早期に統一化を図る必要があるんではないかと考えております。確

かにめり張りをつけるということで、各地域間の特殊性などを考慮する

必要ももちろんあるんですけれども、公平性の点あるいは税の公平性と

か、そういった点からも統一化が必要であろうということで、こういっ

た意見を出させていただきました。 

○川角委員長  答弁を終わります。 

 ほかに質疑ございませんか。 

 金行委員。 

○金 行 委 員  ちょっと1点お聞きします。地方税等々の都市部と沿岸部と山間部で

すよね、それは部長が格差があるのにはもろもろの理由があるというこ

とで、私もこの前もらったあれでも思うんですが、これは将来やっぱり

人口の件、それから広さの件、それで企業誘致の件等々で、格差という

のはずっとそれに比例して縮まるということはないんでしょうかね。そ

こらをちょっとお聞きしてみたいんですが、そこらはどう思われてるの

か。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 田丸総務企画部長。 

○田丸総務企画部長  私が申し上げましたのは、実質公債費比率にかかわってでありますが、

これにつきましては、いわゆる中山間地域におきましては、下水道であ
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ったり、または簡易水道であったり、そういった事業には、下水道債と

あわせて過疎債や辺地債を使っておりますけども、これの繰出金が全額

公債費として数値上は上がってくる。実際はこれは交付税措置が過疎債

であれば7割、それから辺地債であれば8割というふうにありますけども、

そういったことを考慮なしに全額繰り出しということの中で、公債費に

上がってくるということが一方でありますし、先ほども申し上げました

ように、本市につきましては、都市計画税は取っておりませんけども、

広島市を中心にして沿岸部では都市計画をひいて都市計画税を取ってお

ります。これにつきましては、いわゆる街路でありましたり、都市計画

上のいろんな事業をやるための財源でありますが、これがいわゆる起債

償還の財源としても用いることができるという理論上の措置によりまし

て、いわゆる分母のほうになっていくということで、そういったことか

ら、どうしても沿岸部につきましては、過疎債等は余り用いられないで、

分母が大きくなる。安芸高田市等の中山間地域につきましては、分母は

依然そのままですが、過疎債等の取り扱いで分子が大きくなると、こう

いった関係の中で、そこの数値上の格差が広がってこれからもいくであ

ろうということで御説明を申し上げました。以上でございます。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

  〔質疑なし〕 

 質疑なしと認めます。 

 ここで木原監査委員は退席をされます。御苦労さんでございました。 

 それでは、暫時休憩をとりたいと思うんですが、今5分でございます

ので、11時20分まで休憩をいたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午前１１時０７分 休憩 

      午前１１時２０分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  それでは、休憩を解いて再開をいたします。 

 これから各所管部局ごとに審査を行います。 

 まず、認定第1号、平成19年度安芸高田市一般会計決算の認定につい

てのうち、総務企画部所管の部分の審査を行います。 

 説明を求めます。まず、それまでにちょっと申し上げておきますが、

前もって決算書は配られておりますので、一応歳入についてはこれでや

られると思うんですが、要点だけひとつ説明をいただいて、それから後

のことについては説明書、これによるということで説明を求めたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、沖野課長、お願いします。 

○沖野総務課長兼選挙管理委員会事務局長  それでは、総務課並びに選挙管理委員会関係の歳入の御説明をいたし

ます。 

 総務課並びに選挙管理委員会の歳入につきましては、国からの交付金、

国から示された委託金がほとんどでございまして、計数を読み上げるだ
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けになります。概要につきましては、先ほどの普通会計財務状況の中で

説明をいたしておりますので省略をさせていただきまして、歳出の説明

からお願いいたしたいと思います。 

 歳出につきましては、主要事業の成果に関する報告書で行いますので、

13ページをお開きください。総務一般管理費につきましては、大きく総

務一般事業、人事管理事業、文書法規管理事業及び情報公開・個人情報

保護事業の4つに区分し、執行管理を行っております。 

 実施内容ですが、総務一般事業として表に取りまとめております。①

顧問弁護士委託事業ですが、2名の顧問弁護士委託をいたしており、相

談件数は14件でございました。 

 ②の逓送用公用車運転業務委託事業ですが、本庁・支所間などの文書

逓送用公用車運転業務を委託いたしております。 

 ③の通知公報配送等業務委託事業ですが、行政嘱託員に月2回発送い

たしております通知公報について、発送業務並びに封入発送業務をいた

しております。 

 ④の行政嘱託員報酬ですが、501名に委嘱しております配布世帯約1万

1,600世帯当たり年額4,000円としており、4,657万1,647円支出をいたし

ております。端数がつきますのは、年度途中で世帯数の移動があるため、

日割り計算を行っているためでございます。 

 次に、14ページをお願いいたします。⑤の一日総合相談開設事業です

が、各機関に要請し、総合相談を行っております。参加機関及び相談件

数は、表に示しております。 

 ⑥市の花市の木制定事業ですが、制定及び選考委員会を設けて審議を

いただき、市の花としてアジサイ、市の木として桜の議決を受けたとこ

ろでございます。なお、各事業の決算額は、表に記載しておりますとお

りでございます。 

 次に、人事管理事業ですが、①給与関係として、15ページにかけまし

て給与関係の状況を取りまとめております。15ページ、上段の国家公務

員と比較した安芸高田市職員の給与水準を示すラスパイレス指数ですが、

平成19年度において96.1となっております。これは平成17年度から給与

カットを実施いたしておることによるものです。 

 16ページをお願いいたします。②職員研修といたしまして、独自で実

施した研修の概要をまとめております。また、17ページにおいて、研修

所等の研修並びに研修派遣の状況の概要を取りまとめております。 

 17ページ下段の③労働者派遣事業の実施ですが、18ページにかけまし

て派遣業務別に区分して取りまとめております。18ページ、下段の職員

研修事業ですが、労働安全衛生法により事業者は労働者に対し、健康診

断を行わなければならないとされており、実施状況は表に示しておると

おりでございます。 

 19ページの文書法規管理事業ですが、平成19年度中に制定・改廃した

件数は281件で、内容は表のとおりでございます。例規の加除並びにホ
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ームページ等への掲載の電子データベース更新に係るものが主なもので、

1,205万6,877円を支出いたしております。 

 情報公開・個人情報事業ですが、公開請求などの状況につきまして取

りまとめております。 

 20ページをお願いいたします。成果及び今後の課題ですが、総務一般

管理事業につきましては、通知広報について、本年度から導入した行政

嘱託補助員制度の活用を図り、配布作業の効率化を図ってまいりたいと

考えております。 

 人事管理事業につきましては、特に労働者派遣事業について、労働者

派遣法の改正をめぐる動きが活発化する中で、新たな雇用形態を検討し

てまいりたいと考えております。 

 文書法規管理事業につきましては、新旧対照方式による例規改正によ

り作業量を削減し、合理化を図ってまいりたいと考えております。 

 また、情報公開・個人情報保護事業につきましては、ホームページを

活用し、制度の趣旨について啓発を広めてまいりたいと考えております。 

 21ページをお願いいたします。交通安全推進費ですが、実施内容のと

おり、①行事・事業等、②交通安全推進隊助成事業、③交通安全施設設

置事業を実施いたしております。 

 22ページ、上段の表をごらんください。市内の交通事故件数は微減で

はありますが減少傾向にありますので、今後とも各種事業を通じて交通

事故件数の減少を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、諸費ですが、総務課分といたしまして、高等学校支援事業とい

たしまして、広島県立吉田高等学校創立100周年に当たり、体育館設

備・整備等の補助などを行っております。 

 下段の防犯対策費ですが、23ページに実施内容として、①防犯啓発事

業、②防犯連合会負担金交付事業、③地域安全パトロール支援事業、④

防犯灯関連事業を実施いたしております。下段の表をごらんください。

市内の刑法犯罪認知件数は、確実に減少をいたしております。これらの

事業の成果があらわれているものと分析をいたしております。今後とも、

これらの事業の継続により、さらなる減少を目指してまいりたいと思い

ます。 

 24ページをお開きください。消費者行政推進費につきましても、中段

の消費者相談件数のとおり、消費生活相談員を設置して以降、相談件数

は減少しており、市民の消費生活トラブルは減少しているものと分析を

いたしております。引き続き、特に高齢者を対象としたトラブルを減少

させたいと考えております。 

 下段のネットワーク経費ですが、市内の主要公共施設を結ぶ光ファイ

バー網の維持管理費等ですが、25ページの上段の表により取りまとめて

おります。 

 下段の電算処理費ですが、73業務の電算システム事業及び1人1台パソ

コン等維持管理事業で、26ページ、27ページに事業概要を取りまとめて
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おります。 

 27ページ、下段から28ページ、上段の指定統計調査費ですが、7つの

指定統計調査を行ったものです。 

 28ページ、下段の消防施設整備費ですが、耐震性貯水槽5基の設置を

行ったものです。 

 29ページ、防災施設管理費ですが、移動系無線と広島県衛星通信施

設・設備を更新整備したものでございます。 

 災害対策費ですが、洪水・土砂災害ハザードマップの作成を行ってお

り、全世帯に配布いたしました。 

 30ページをお開きください。災害時における要援護者の救助並びに地

域住民の避難には、自主防災組織の活動が大きく期待されており、設立

を促進いたしております。平成19年度末の全世帯数に対する組織率は約

11％であり、今年度は30％を目標に設立促進を進めてまいります。 

 次に、59ページをお願いいたします。下段の選挙管理委員会費ですが、

選挙管理委員会の開催状況、60ページ、上段に選挙人名簿登録者数を取

りまとめております。中段の選挙啓発費は、明るい選挙推進協議会への

補助金が主なものでございます。下段の各選挙執行経費ですが、参議院

議員選挙の投票結果などを取りまとめております。 

 61ページ、下段に開票事務の所要時間を取りまとめております。特に

開票事務所要時間の短縮には重点的に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。以上でございます。 

○川角委員長  続いて、武岡行政経営課長。 

○武岡行政経営課長  それでは、続きまして行政経営課所管分につきまして御説明をさせて

いただきます。 

 まず、歳入でございますが、決算書の17ページ、18ページをお願いい

たします。掲げておりますように、2款地方譲与税から、次の19ページ、

20ページの10款地方交付税までにつきましては、先ほど部長のほうで総

括説明の中で説明しておりますので、重複しますので省略をさせていた

だきます。 

 続いて、33ページ、34ページをお願いいたします。15款県支出金、1

目の総務費県負担金、1節の総務管理費負担金2,098万4,000円につきま

しては、広島県からの移譲事務交付金でございます。 

 次に、45ページ、46ページをお願いします。16款の財産収入、1項財

産運用収入、2目の利子及び配当金1,818万8,221円につきましては、備

考欄に掲げておりますとおり、財政調整基金を初めとし、16の基金から

生ずる基金利子収入でございます。 

 次に、55、56ページをお願いいたします。下段の4目雑入でございま

すが、行政経営課関係分につきましては、56ページの備考欄に掲げてお

りますとおり、2億2,516万5,283円でございます。この内訳につきまし

ては、安芸高田市市民センター建設基金の廃止に伴う基金残高2億1,075

万7,185円の受け入れ、及び市町村振興協会宝くじ助成金1,440万8,098
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円の受け入れでございます。 

 次に、59ページ、60ページをお願いいたします。21款の市債につきま

しては、予算書に基づき借り入れたものでございまして、調定額33億

7,980万円のうち収入済額は33億2,090万円で、収入未済額は5,890万円、

これにつきましては建設事業に係る繰り越しでございます。 

 続きまして、歳出に移らせていただきます。主要施策の成果に関する

説明書30ページをお願いいたします。行政改革等推進費でございます。

決算額といたしましては348万9,140円となってございます。まず（1）

の行政改革の推進につきましては、行政改革推進実施計画に基づきまし

て年度初め、あるいは期中におきまして副市長、総務企画部長ヒアリン

グを実施をいたしておりまして、重点項目の見直し、あるいは具体的な

目標数値等の工程管理等を進めております。そういった計画のローリン

グによって、下にございますように、実施計画の見直し概要ということ

で、新たな重点項目の設定であるとか、既に取り組みを終了したもの等

を掲げてございます。 

 次に、その下の18年度からの補助金の見直しについてでございます。

18年度以来、それぞれそこに補助金の額を掲げておりますが、対前年度、

19年度におきましては5,654万7,000円、20年度当初予算におきましては

4,589万6,000円の削減という状況でございます。 

 次に、31ページにつきましては、行政評価システムの導入・構築とい

うことでございます。18年度に施行導入をいたしました行政評価システ

ムでございますが、平成19年度におきましては、全事務事業459ござい

ますが、これにつきまして行政評価シート作成の上、実施をいたしたと

ころでございます。また、行政評価に係る職員研修につきましても、係

長以上職あるいは全職員を対象に実施をいたしたところでございます。 

 （3）の広島県分権改革推進計画に基づく事務事業につきましては、

住民に身近な行政を総合的に市町が担うということで、サービスの向上

を目指すということで、広島県と本市におきまして事務移譲具体化プロ

グラムを策定の上、計画的に進めておるところでございます。移譲事務

項目数につきましては、平成19年度は33項目、17年度からの累計につき

ましては46項目でございます。今年度26項目、平成21年度に14項目で、

一応移譲事務年度を定めておるものにつきましては終了をいたすという

ことでございます。交付金につきましては、合計で2,098万4,000円でご

ざいます。 

 次に、（4）の組織機構改革の実施につきましては、総合計画あるい

は権限移譲等への対応、また厳しい財政状況を背景に本市の目指す機構

改革あるいは見直しのポイントを掲げて、機構改革を実施をいたしたと

ころでございます。 

 成果及び今後の課題ということで取りまとめてございますが、行政改

革につきましては、第1次の計画期間が残すところ2年になったわけでご

ざいまして、これまで順調な進捗状況ということでございます。今後に
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おきましては、特に施設の統廃合あるいは遊休未利用地の売却処分等、

自主財源の確保に重点的に取り組む必要があろうというふうに考えてお

ります。 

 それと、行政評価システムの構築につきましては、18年度試行を初め、

19年度、また本年度、本格実施ということで実施をいたしておりまして、

とりわけこの取り組みにつきましては定着をしつつあるというふうに考

えております。 

 32ページのほうをお願いします。多くの職員が行政評価のほうにかか

わるということで、職員の意識改革の向上につながったものというふう

に考えておるところでございます。今後は、これを施策評価に結びつけ

るということで、今年度はとりわけ試行実施を予定をさせていただきた

いというふうに考えております。 

 それと、地方分権のさらなる進展あるいは道州制の導入等も今後議論

が深まってくるというふうに思っておりますが、今後、県からの事務移

譲、あるいは職員数が減少する中で、専門知識の必要な職員の育成等も

考えていく必要があろうというふうに考えておるところでございます。 

 それと、組織機構改革につきましては、昨年の10月に部課の統合ある

いは支所の指揮命令系統の明確化等を行ったわけでございます。また、

あわせてグループ制の導入等も行ったわけでございますが、今後こうし

た取り組みにつきましても、一定の検証を行う中で継続的に取り組んで

まいりたいというふうに考えております。以上であります。 

○川角委員長  続いて、佐々木財務管理課長。 

○佐々木財務管理課長  それでは、財務管理課の決算について御説明いたします。 

 初めに、歳入から御説明いたしますので、決算書の23、24ページをお

開きください。13款使用料及び手数料、1項使用料、1目総務使用料、1

節総務管理使用料の収入済額が175万3,490円でございます。主なものは、

市有地に設置されております中国電力やＮＴＴの電柱などの敷地使用料

でございます。 

 次に、45、46ページをお開きください。16款の財産収入、1項財産運

用収入、1目財産貸付収入、1節土地建物貸付収入の収入済額が1,468万

8,020円で、そのうち財務管理課分は1,284万9,040円で、これは普通財

産の土地・建物の貸付料でございます。主なものでは、コメリ八千代

佐々井店の敷地が388万8,000円、促進住宅の敷地と駐車場が280万4,760

円、佐々部診療所の住宅が150万円、射撃場の敷地が53万2,400円、バス

車庫の敷地が45万7,000円となっております。 

 次の47、48ページをお開きください。2項財産売払収入、1目不動産売

払収入、1節不動産売払収入の収入済額が6,492万2,853円で、主なもの

は元吉田高校八千代分校グラウンド跡地の売り払いが5,294万5,500円、

同校グラウンド付近の里道の売り払いが434万8,884円、高宮町の榎木団

地1区画の売り払いが265万9,633円となっております。 

 次に、55、56ページをお開きください。5項雑入、4目雑入、3節雑入
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でございますが、右端の備考欄の上から3行目の財務管理課関係雑入の

収入済額が1,767万7,112円でございまして、主なものは、八千代カント

リーの前期分の賃貸料が1,297万3,463円、たかみや湯の森ほか8件の建

物災害共済金が364万7,070円、新庁舎の建設に関連しまして共同企業体

へ一時的に貸し付けた土地の代金が41万7,760円となっております。 

 なお、八千代カントリーとのゴルフ場用地の賃貸借契約は、昨年の7

月1日で終了いたしております。歳入については以上でございます。 

 次に、主要施策の成果について御説明をいたします。成果に関する説

明書の32ページをお開きください。13、入札工事検査管理費から御説明

いたします。決算額は244万6,732円でございまして、契約事務システム

のリース料と県の電子入札等システムの共同利用に伴う負担金が主なも

のでございます。広島県の電子入札等システムを利用して、平成19年4

月から測量コンサルの入札を、また10月からは建設工事の電子入札を本

格的に実施をいたしました。今後とも電子入札を推進してまいりたいと

考えております。 

 次に、33ページの14、土木職員研修費でございますが、決算額は63万

5,250円でございまして、建設工事を担当する職員の研修を広島県建設

技術センターへ委託した委託料でございます。今後とも積極的に研修を

実施して、市発注工事の品質を向上させてまいりたいと考えております。 

 次に、15、財産管理総務費でございますが、決算額は2,722万9,962円

でございまして、市有財産の管理に要した費用でございます。土地建物

の異動状況につきましては、後ほど決算書に基づいて説明をさせていた

だきますので、34ページをお開きください。歳出の主なものでは、保険

料が416万6,898円、業務委託料が126万4,884円、土地賃借料が1,675万

2,293円、維持修繕工事費が75万6,000円、補助金が350万円でございま

す。市有地で利用する予定のない土地につきましては、早期に処分をい

たしまして、自主財源の確保に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、16、庁舎管理費でございますが、決算額は1億523万3,469円で

ございまして、本庁と支所の庁舎管理に要した経費でございます。歳出

の主なものでは、空調用ボイラーなどの燃料費が465万1,224円、光熱水

費が3,162万8,352円、業務委託料が2,942万3,800円、保守点検委託料が

1,401万7,246円、土地建物の賃借料が1,489万241円でございます。現在、

支所庁舎の利活用と各種業務委託料の節減に取り組んでいるところでご

ざいます。 

 次に、17、一般車両管理費でございますが、決算額は3,668万5,018円

でございます。平成19年度末の車両総台数は199台で、そのうち社会福

祉協議会などへ28台貸し出しをいたしておりまして、財務管理課が管理

している車両は171台でございます。その171台のうちリース車両は41台

でございますが、財務管理課が支出した台数は32台でございます。また、

平成19年度に車検を受けた車両は78台でございました。主な経費は、燃

料費が1,083万4,056円、修繕料が854万3,601円、手数料が137万5,472円、
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保険料が798万8,928円。 

 次のページをお開きください。リース車両の賃借料が584万6,610円、

車検に伴う自動車重量税が168万5,600円でございます。財務管理課が管

理している車両のうち軽自動車は72台、率にして42.1％でございますが、

車両全体の55％を軽自動車にするという目標を掲げておりまして、目標

の達成に向けて努力をしてまいりたいと考えております。主要施策の成

果については、以上でございます。 

 それでは、最後に財産に関する調書を御説明いたしますので、恐れ入

りますが決算書の325、326ページをお開きください。ここでは、決算年

度中に異動のあった財産の増減高と主な増減理由を御説明いたします。

なお、説明に当たりましては、分類がえという表現を用いますが、分類

がえとは、財産の分類区分相互間の異動のことでございまして、異動元

は減少し、異動先は増加をするということになります。 

 それでは、公用財産の庁舎から御説明いたします。土地が1,893.03平

米減少しております。これは駐車場の用地を新たに3,794平米取得し、

駐車場用地として925.84平米を普通財産のその他から分類がえをしまし

たが、第１分庁舎などの土地6,612.87平米を公共用財産のその他施設な

どへ分類がえをしたことなどによるものでございます。右に移りまして、

建物の木造が901.78平米減少しております。これは旧第３分庁舎、もと

教育委員会が入居していたところでございますが、旧第３分庁舎を普通

財産のその他へ分類がえをしたことによるものでございます。右に移り

まして、非木造が2,543.27平米増加しております。これは新庁舎

4,695.30平米を新たに取得し、第１分庁舎など2,152.03平米を公共用財

産のその他施設へ分類がえをしたことによるものでございます。 

 次に、警察・消防施設でございますが、土地が3,825.78平米増加して

おります。これは消防本部訓練棟の土地2,120.20平米を公共用財産のそ

の他施設から警察・消防施設へ分類がえをするとともに、防火水槽の土

地720.06平米を新たに取得したことなどによるものでございます。 

 次に、公共用財産の市営住宅でございますが、建物の木造が171.94平

米減少しております。これは向原町の尾原住宅1棟の面積を二重に計上

しておりましたため、1棟分を削除させていただくものでございます。

右に移りまして、非木造が224.33平米減少しております。これは甲田町

の春日住宅4棟の取り壊しによるものでございます。 

 次に、その他施設でございますが、土地が2万3,308.79平米増加して

おります。これは、少年自然の家1万3,271.52平米を普通財産のその他

から分類がえをし、中央保健センター3,172.39平米及び旧第４分庁舎

1,468.79平米を公用財産の庁舎から分類がえをし、清流園の処理場用地

2,304平米を新たに取得したことなどによるものでございます。右に移

りまして、建物の木造が1,642.87平米減少しております。これは地域づ

くり拠点施設でございました、元美土里町の横田小学校を解体したこと

などによるものでございます。右に移りまして、非木造が1万3,654.8平
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米増加しております。これは、少年自然の家3,278.15平米、市民文化セ

ンター8,132.31平米を新たに取得するとともに、中央保健センター

1,680.59平米を公用財産の庁舎から分類がえをしたことによるものでご

ざいます。 

 次に、普通財産でございますが、山林の所有が9万9,000平米増加して

おります。これは八千代町向山字大原60番12の山林11万232平米を、実

は誤りまして1万1,232平米と計上をいたしておりました。そのため、こ

のたび不足しておりました9万9,000平米を計上させていただいたもので

ございます。 

 次に、その他でございますが、土地が4,539平米減少しております。

これは八千代町の山中グラウンド3,529平米を富士メディカル株式会社

へ売却し、少年自然の家の土地1万3,271.52平米を公共用財産のその他

施設へ分類がえをし、八千代カントリーへ賃貸しております山林1万

5,331.54平米を計上したことなどによるものでございます。右に移りま

して、建物の木造が901.78平米増加しております。これは旧第３分庁舎

を公用財産の庁舎から分類がえをしたことによるものでございます。次

に、建物の非木造が86.2平米増加しております。これは旧第３分庁舎

140.2平米を公共財産の庁舎から分類がえをし、高宮町の竹貞地区農機

具格納庫54平米を公共用財産のその他へ分類がえをしたことによるもの

でございます。 

 以上で説明を終わります。 

○川角委員長  それでは、まず以上の3課について審査を行いたいと思うんですが、

ちょうど今12時になりましたので、ここで質疑は午後に回しまして、1

時まで休憩といたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後０時００分 休憩 

      午後１時００分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  それでは、休憩を解いて再開をいたします。 

 午前中、総務関係、行政経営、そして財務管理という3課の説明をい

ただいたんですが、この3課について、これより質疑に入りたいと思い

ます。質疑はございませんか。 

 杉原委員。 

○杉 原 委 員  午前中、説明をいただきました中で、歳入についてお尋ねをいたしま

す。 

 今の大変財政厳しい中での説明を聞いたわけでありますが、税の市民

税、固定資産税それぞれ収入未済額と不納欠損が出ておるわけでありま

すが、公平性におきましても遺憾なことでありますし、事業を実施して

いきますにしても、起債を返還をしていくにいたしましても、財源がな

くて……。 

○川角委員長  ちょっと済みません。杉原委員さん、予算の歳入関係については一応
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総括的な質疑は済んでいるんですよ。今の税に関しては税務課のところ

になり、そっちの所管分ではないので。 

○杉 原 委 員  それでは、それでいきます。 

○川角委員長  どうですか、今の。税務のほうでいきますか。 

 それでは、ほかに質疑ございますか。 

 明木委員。 

○明 木 委 員  まず15ページのほうで、人事管理が出てると思うんですけど、市には

たくさん委員会等、協議会等が設けられてまして、それの報酬が出てる

と思うんですけど、総トータルで幾らの支出があったのか、お伺いいた

します。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 暫時休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後１時０３分 休憩 

      午後１時０５分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  それでは、再開をいたします。 

 武岡課長。 

○武岡行政経営課長  ただいまのお尋ねでございますが、各種委員会等の委員報酬、また非

常勤等職員の報酬の総額ということでございます。ちなみに委員等の報

酬の総額につきましては、1億4,090万5,225円となっております。また、

非常勤特別職の報酬につきましては、1億3,970万9,471円でございます。

以上であります。 

○川角委員長  明木委員。 

○明 木 委 員  資料の24ページの消費者関係のところですけど、現在、多重債務者と

いうのはどれくらいいらっしゃるのか、またこれの消費者の関係でいけ

ば、個人破産とかいうのもあると思われるんですけど、そのあたり市内

に今どの程度、19年度の実績でどのくらいあったのかをお伺いいたしま

す。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 宮原主幹。 

○宮原総務課主幹  失礼します。平成19年度の多重債務にかかわる相談につきましては、

当窓口では相談は承っておりません。全国的にいいますと約1,000万人

以上の方が多重債務に苦しんでいるという状況、このようになっており

ますが、当市における状況については現時点、把握はできておりません。

個人破産の件数につきましても、相談件数は平成19年度はございません

ので、当市の状況、現時点ではわかりかねるという状況でございます。 

○川角委員長  明木委員。 

○明 木 委 員  わかりました。 

 それでは、35ページ、36ページのとこですけど、今後の課題というこ

とで、軽自動車の割合を55％まで引き上げるということですけど、費用
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対効果を考えて、リッターカーで今リッター20キロ以上で走る車があり

ますけど、その辺も考えられた上での軽自動車のほうが割安ということ

で、これは今後の対策として考えられてるんでしょうか。そのあたりど

のように試算されたのかをお伺いいたします。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 佐々木財務管理課長。 

○佐々木財務管理課長  今、何とかカードと言われましたですが、そこらまでは詳しく比較検

討した上での軽自動車の率を55％にするということではなく、通常の維

持管理費、特に車検が主ですが、車検と、それから燃費、そこらを考え

て55％にしたいという目標を掲げたわけでございます。以上でございま

す。 

○川角委員長  明木委員。 

○明 木 委 員  今言ったのは、燃費を考えた上で本当に軽自動車がいいのか、それと

も軽自動車でも今は燃費のいい車がありますので、実際に。そのあたり

をどのように試算されたかということで聞いたわけですけど、それをさ

れていないというんであれば、やはり今、財政が非常に厳しい中で、そ

ういうのを一々小さいところまでチェックして、それをどのようにする

か、今後の課題としてこちらに取り上げるべきだというふうに考えます

が、いかがでしょうか。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 佐々木財務管理課長。 

○佐々木財務管理課長  今、委員さんおっしゃいますように、燃費のほうもひとつ検討してま

いりたいと思います。以上でございます。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

 宍戸委員。 

○宍 戸 委 員  14、15ページになりますけれども、職員の給与の関係についてちょっ

とお伺いいたします。 

 特に15ページのウのラスパイレスの関係、これはいろいろ異論もある

わけですけれども、ここで見ますと、安芸高田市と県内平均、全国平均

見ましても、市の職員は相当少ない、下がっておりますね。少ないとい

いますか、指数が下がってる。そこら辺について、当然この指数という

のはあくまで目安というふうにも思いますが、ここらの差がやっぱり職

員の労働意欲といいますか、そういうことにもかかわるし、地方交付税

の算入額にもかかわってくるんではないかというふうに思うんですね。

そういうところで、この数値を行政として、執行部としてどういうふう

な判断でこれから20年度へ反映させておられるのかどうか、そこらちょ

っと考え方をお聞きしたいと思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 田丸総務企画部長。 

○田丸総務企画部長  職員の給与につきましては、実は財政健全化計画の中でも示しており

ますとおり、部長以下主事に至るまで、それぞれの給料表の級の対応に
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よってカットしております。このカットを戻せば、それなりの水準には

行くんだろうというふうに思いますが、現在の段階では、そういったこ

とで職員の理解をいただいているということで、これだけの96.1という

数字になってます。 

 御案内しておりますように、まずは平成22年をピークにした、いわゆ

る公債費の増等ございますので、この5年間につきましては職員の皆さ

んにも賃金のカットを引き続きお願いをして、この水準でとどめてまい

りたい。このカットがないと、御承知いただいておりますように、いわ

ゆる経常的な経費と経常的な収入を比べてみても、経常的なやはり支出

のほうが上回ると、こういった非常に厳しい状況ですので、これは引き

続いて職員の皆さんに御理解をしていただくようにしてまいりたいとい

うふうに考えております。以上であります。 

○川角委員長  宍戸委員。 

○宍 戸 委 員  そこらは、職員さんについても各地方自治体の内情に、財政力に応じ

てはやむを得ない措置でもあるというふうには思いますけれども、20年

度においてでも地方交付税が増額になっておったものが、職員の給与に

は回らずに他の修繕費等には回っておる。そこが悪いとかいいとかいう

問題ではないんですけれども、私は職員の労働意欲というのが阻害され

るということがちょっと心配なんですけども、そういうことは一切ござ

いませんか。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 田丸総務企画部長。 

○田丸総務企画部長  今年度につきましては、いわゆる地方再生というふうなことの中で、

思わぬ形での交付税の増という形にはなりましたけども、基本的にはこ

れが恒常的なものとして将来にわたって担保されるものというふうには

私ども理解してません。あくまでも一過性のものになる可能性のほうが

高いというふうに考えております。したがいまして、今年度こうした交

付税等の増につきましては、補正でもお願いしましたとおり、繰上償還

に使ったり、起債を一般財源で対応する等々のやはりそういった措置を

とらせていただいて後年度の負担を抑えていくと、こういった措置をと

らせていただいたところであります。 

 こうした恒常的な問題につきましては職員も当然十分理解もしており

ますし、さらにはまごころ連絡員等、市民の住民サービスの拡充につき

ましても快く協力いただくような、そういう状況になっておりますので、

特に賃金だけでなしに、今からの行政のあり方を含めて、しっかりと職

員と議論をしながら前向きに対応してまいりたいというふうに思います。

以上であります。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

 今村委員。 

○今 村 委 員  3点ほどちょっとお伺いをいたします。 

 まず、人事管理の点でございますが、将来職員体制のあり方とも関係
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をしてまいりますが、財政面から見れば、将来負担額の中で、今度は職

員の退職手当の負担額まで含めた形での財政的な面をにらんだ形での人

事管理も必要であろうというふうに思うわけです。それに対する基本的

な考え方と、それからもう一方、職員外の労働行政に伴う関係でござい

ますが、今の制度改正の中で、やはりある程度の任用はやむを得ないか

なというふうに思うわけです。そのためには、市内の活性化にもつなが

りますし、そこら辺の対応を、基本的にそこへ行政ニーズのほうを満足

する手法として模索していく必要があるというふうに今後の課題として

とらえられておりますが、その基本的な考え方について、どういうふう

に人事管理面から御検討を考えられておられるのかというのがまず1点

でございます。 

 それから、過去3年間によって行われました行政評価システムのこと

でございます。いろんな形で調査研究をされ、各事業ごとに多くの項目

について研究をされました。そして、そのことは今年度から施策展開に

持っていきたいということでございますが、これまでの成果の中で、事

務事業評価をされた中で、職員の意識改革であるとか、それから事務事

業の手法について視点が変わったであるとかという形で総括をされてお

りますが、具体的に事務事業の研究の中で、この点が非常にすばらしい

形で成果となってあらわれたというような例があればお示しを願いたい

というふうに思います。 

 それと、今後施策展開をするということでございますが、市長がおら

れませんので……そこの施策評価についての今後のあり方については、

これまで事務事業評価については3年間にわたっていろんな形で研究を

されてきましたが、そこには、やはり行政ニーズによる施策展開という

のが行政評価の大きな課題だろうというふうに思うわけです。そのため

には、どういったような形で市民ニーズと施策とを結びつけられるお考

えなのか。そこの2点について方向性をちょっとお聞きしたいというふ

うに思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 田丸総務企画部長。 

○田丸総務企画部長  まず最初の退職手当等の問題を織り込んでということでございますけ

ども、これにつきましては、財政健全化計画の中でも、年々退職をする

だろう、そういった職員を想定しながら盛り込みをしておりますので、

その中でやはり毎年度整理をしていきたいと、こういうふうに考えてお

ります。 

 それから、他の職員の問題でありますけども、行政のサービスを低下

をさせないで、冒頭、説明のときにも申し上げましたけども、なおかつ

交付税が23億減っていく。その状況に対応していくためには、ある特定

の部分等につきましては民間のほうへ委託をする、もしくは指定管理者

制度でお願いをする等々のことを含めて対応をしていかないと、この23

億という数字はクリアできないんだろうというふうに、どこをどうこう
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するという現在の段階でのものはございませんけども、基本的にはその

ような形にならざるを得ないというのが実態だろうというふうに考えて

ます。そういった意味では、これから給食センターの問題を含めて、後

ほどの管理運営も含めて今から協議をするようになっておりますので、

そういったことを含めて、これからしっかりした議論をしていって、そ

うしたいわゆる3万2,000人の通常の市が抱える職員というのは、ある程

度把握をすることができますので、そういった方向へ押し込めていくと、

そういった道筋をつけていく、そういった時期に来てるだろうというふ

うに考えております。 

 次に、行政評価でございますけども、成果ということでありますが、

個々の事業につきましては置いておきまして、この21年度の予算の編成

からこの行政評価をいわゆる予算編成に生かしていくと、こういった段

階にやっとなったということでございます。そういった意味では、行政

評価の本来の機能が一つずつ着実に具現化をしてるということだろうと

いうふうに思いますので、それが成果なんだろうというふうに思ってお

ります。 

 それから、市民ニーズをどのように把握をして施策にということでご

ざいますけども、基本的には現在の段階では長期総合計画に基づきまし

て実施計画を組み、そして各種の計画が策定をされてます。例えば健康

21であるとか、そういった指標を持った計画が策定をされておりますの

で、施策の体系に沿って施策評価をしていくシステムをつくるためには、

まずそこらあたりの数字なり状況を反映させていくということが必要な

んだろうというふうに思っております。当然その中には市長のマニフェ

スト等々もございますので、そういったものを盛り込む形の中で、まず

は施策の体系、そして評価のシート等をつくっていきたいというふうに

考えております。以上であります。 

○川角委員長  答弁は終わりますが、ほかに質疑はございますか。 

 今村委員。 

○今 村 委 員  今の後段の施策との展開の仕方でございますが、やはり必要なのは、

これから本格的な形での行政評価の仕組みが導入されようとしておるわ

けですが、原点は市民ニーズをいかにその施策に反映させるかというこ

とだろうと思うんです。そのことは、例えば事務事業においても3年か

かってそういった形のものが出てきましたが、やはりニーズの掘り起こ

しにはかなり具体的な形での調査・分析が必要だろうというふうに思う

わけです。そこら辺を今、総合計画なり、あるいは市長のマニフェスト

という形で示されましたが、本当にそれだけでいいのかどうか、そこら

辺を改めて検証されるお考えはないか、お聞きをしたいと思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 田丸総務企画部長。 

○田丸総務企画部長  まず現在の状況でございますけども、極めて厳しい行財政の状況がご

ざいますので、そういった意味では、むしろこの間の長期総合計画や各



31 

種計画、そして市長のマニフェスト等に沿いながら、ある意味大胆な施

策の選択と集中が求められます。そういった意味では、広く市民のニー

ズを求めてということよりも、ある意味では政策的な市長の判断の中で

施策展開を押し切っていくという段階にもあるんだろうというふうに思

います。したがって、現在の段階では、先ほど申し上げましたように総

合計画なり実施計画、そして財政の健全化計画等々、さらには具体の計

画が動いておりますので、それをいわゆる施策の評価の中に生かしてい

くという形をとるべき時期なんだろうというふうに思います。 

 これがある程度軌道に乗り、もしくは市長のそういった判断の中に新

たなものが出てくれば、当然そうした中で市民のニーズがどこにあるか

ということを改めて広く聞くということはあり得るんだろうというふう

に思いますが、現在の段階では、やはり先ほどから私が申し上げてるよ

うな形で進んでいくべきなんだろうというふうに考えております。以上

であります。 

○川角委員長  暫時休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後１時２７分 休憩 

      午後１時２８分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  それでは、休憩を解いて再開をいたします。 

 今村委員。 

○今 村 委 員  そこへ突っ込もうとは思いませんが、また機会を改めてやりたいと思

います。 

 次に、前年度、洪水・土砂災害のハザードマップを作成されました。

それの中で住民向けのそういうマップは、それなりに効果はあるという

ふうに思いますし、自主防災の組織の編成にもつながってるというふう

に思いますが、現象的には、いわゆる今度は災害地として見た場合に予

測される場所、例えば洪水の面に関して言いますと、水面より低いとこ

ろであるとか、それから排水の非常に状況の悪いところといったような

ことが現実あるわけです。そうすると、このこととハザードマップの作

成とともに、そういった地域的な課題はどういうふうにとらまえておら

れるのか。そこら辺についての成果があれば、お聞きをしたいというふ

うに思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 田丸総務企画部長。 

○田丸総務企画部長  ハザードマップにつきましては、一応この間の情報整理をして、危険

箇所並びに避難場所等について明記をして全世帯にお配りしたと、こう

いった段階であります。実際そうしたものをつくって、自主防災組織等

をやはりお願いするという今、時期に来てるんだろうというふうに思い

ますけども、現実の問題として、支所別懇談会でも出ましたけども、じ

ゃあその避難場所へ行く道路がどうなのかとか、やはりいろいろ課題が
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出ております。そういった意味では、今回そういったマップを発行した

ということを踏まえて、そういった施設、避難場所としてのいわゆる機

能にどういった課題があるのかということについてもう1回整理をする

ようにということを今指示しておりますけども、今年度、そうしたこと

が新たな課題として整理をされ、また次につながっていくんだろうとい

うふうな理解をしております。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

 秋田委員。 

○秋 田 委 員  1点ほどお伺いいたします。32ページの入札工事検査管理費について

でございます。それで、電子入札については19年の4月からということ

で取り組まれたと、ここに書いてありまして、また入札の状況として、

建設工事のほうで55.9％の実施率と、それから測量コンサルのほうが

82.1％という実施率の違いが出ておりますが、ここらあたりで実施率の

この2つのことについて、違いについて何か理由があったんだとすれば、

そこの説明と、これが成果としては確かに調達等のコストの低廉化及び

業務効率化ということで、19年度予算よりは40万円ぐらいほどはたしか

削減になってると思うんですが、今後この電子入札の比率を高めていく

必要があるということで課題とされていますが、この課題の中で、この

比率を高める上において、業者も含めた課題はあるのかないのか、そこ

らあたりのお考えをちょっとお伺いしたいと思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 佐々木財務管理課長。 

○佐々木財務管理課長  まず、建設工事と測量コンサルの実施率の違いでございますが、実は

先ほどもちょっと御説明したんですが、平成19年の4月から最初に測量

コンサルの入札を行っております。それから、同年の10月に入りまして

建設工事の電子入札を本格的に実施したということで、実施時期の違い

があったということが大きな要因でございます。 

 それから、あと電子入札の比率の関係でございますが、可能な限り電

子入札に移行していきたいと考えております。ですから、電子入札する

に当たっては県のほうへまず一応登録なんかする必要があるんですが、

そこらのものも、機会をとらえまして、いろんな業者さんのほうへぜひ

登録のほうをしていただきますようにということでお願いをしとるとこ

ろではございます。以上でございます。よろしいですか。 

○川角委員長  続いて、秋田委員。 

○秋 田 委 員  55.9％ということは、10月からだったのでということで理解いたしま

したけども、ここらあたりが今年度、20年の4月からまた始まってるは

ずなんですけども、大体数値はどのぐらいになるのか、その目標という

か、55.9からどれぐらい上げられるのかということと、ちょっと業者さ

んのほうの課題という形で、今からいろいろと説明等をしていくという

話でございましたけども、業者のほうに課題があるとしたら、そこらあ

たりはしっかり把握して、入りやすい入札にしていただくようにするの
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が基本だと思うんですが、そこらあたりの答弁をもう一度お願いいたし

ます。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 佐々木財務管理課長。 

○佐々木財務管理課長  課題、今年度の実施状況は、ほぼ、ほとんど現在のところ建設工事に

つきましては……。済みません。建設工事と測量コンサルは既に、随契

以外の入札でございますが、それは現在のところ100％行っております。 

○川角委員長  いいですか。 

○佐々木財務管理課長  あと業者の方の中に電子計算、パソコンですが、そこらをちょっと使

うのが難しいとか費用をかける割には効果が少ないと言われる方もおら

れるわけですが、そういった方につきましては電子入札とあわせて紙に

よる併用の入札をしていただいております。ですから紙で入札の書類を、

入札書を持ってこられたときには、ぜひとも電子のほうへ移行していた

だくようにその都度お願いをしておるところでございます。以上でござ

いますが。 

○川角委員長  ほかに質疑はございますか。 

 岡田委員。 

○岡 田 委 員  説明書の24ページですけど、消費者行政の推進事業いうことで59万

1,740円ということになっておるんですが、これはこれでええんですけ

ど、普通相談件数が、これにも書いてありますが、減ってきとると。こ

れからどうするかいうこともアンケートとかいう分ですが、実際この時

点でどこが減る状態だったんですか。普通こういう時世ならふえてくる、

逆にどんどんどんどんふえるような状況ですよ、社会状況が。何が問題

だったんですか。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 沖野総務課長。 

○沖野総務課長  相談件数が減ってきておる理由というように受け取りましたが、これ

には当然消費者生活のトラブル等を含めた啓発活動を行っております。

これらのことが功を奏して相談件数が減ってきておるのではないかとい

うように分析をいたしております。以上でございます。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

 亀岡委員。 

○亀 岡 委 員  31ページのところから組織機構改革の実施と、続きまして成果及び今

後の課題ということがいろいろ強調されております中で、地方分権の推

進、道州制導入を踏まえてというようなところがありますね。これを見

ますときに、この決算年度も含めまして思いますには、やっぱりこれか

らの地方自治を本当に守っていくということを考えますと、行政改革と

かいったことを国や県と同じあり方で考えてはいけんのじゃないかと思

うんですよね。私もよく申し上げるんですが、国は県を絞り、県は市町

を絞るという流れになってきておりまして、要するに国や県が改革とい

う形で行うとおりは末端の地方行政、地方自治のとこではなかなかその
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とおりにいかないんですね。御承知のように、少年自然の家も市のほう

が受けて実際現在運営しとるわけですが、これも県の行政からいいます

と行政改革の大きな県としては成果なんですね。だが末端においては、

それは政策的に青少年の社会教育とかの拠点とかいろんなそういった考

え方での取り組みもあったんだということには位置づけていけるとは思

いますが、実際にはなかなか地方分権、特に分権いうようなことになり

ますと、やはりさっきから言いますような国は県におろし、県は地方に

おろしていくということになりますと一番分の悪いのは末端の行政が、

実際には分権でそんなに大きなそこに住む住民の得にはならないような

ことを最後に末端の地方自治行政がやらないといけんのだというような

形になってきて、なかなか本当の意味で地方自治の進展、発展につなが

るのかというとそうでない面も大いにあるんですね。そこらのことをよ

く認識をしながらこれからの地方自治行政は進めていかないといけんの

じゃないか、このように思うわけですが、そこらの点についてのお考え、

認識、そういったところをどのように受けとめておられるのか改めてお

聞きしたいと思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 藤川副市長。 

○藤川副市長  ただいまの質問ですが、まさに委員さんが申されたとおり、地方分権、

特に三位一体で、その中で税、補助金、交付税ですね、交付金等がござ

いますが、総合的には地方にとってはありがたくない中身になっておる

部分がございます。先ほど今村委員さんも成果主義、それを施策反映に

いかにという御質問がございましたように、やはり今のシステムでは

我々の自治体は先ほど収入の構成を見ていただきましたように交付税に

一番頼っておるというのが、これは事実でございます。従来財政収入額

に対して財政需要額、その差額は国において全国どこの自治体に住んで

おってもまあまあの施策展開をしようということでそういった交付税措

置をしていただいておったわけですね。それを今まで我々地方の自治体

も国、県の足並みに沿っていろいろな施策を展開してきた事実も当然あ

るわけです。その結果こういった各自治体が大きな債務を抱えておると

いうのも事実でございます。いずれにいたしましても基本中の基本です

が、やはり先ほどから出ておりますように足腰の強い財政基盤、住民ニ

ーズに合った政策ということになりますと先ほど部長が申しましたとお

り安芸高田市の総合計画と財政推計計画等を十分毎年見直しをしながら、

その収入、歳出を点検しながらやっていくというのが私は基本であろう

と思います。そのための推計を立って、それぞれ各部課において点検を

しておっていただくわけでございますんで、要するに単なる今まで査定

を要望どおりどんどん上げさえすればつくという意識でなくして、成果

主義といいますか、そういった効率性、優先順位をそれぞれの課がそれ

ぞれのグループで協議していただいたものをこの安芸高田市の予算へ反

映するような各現場が真剣にそれぞれ精査をしながら上げていくのが一
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番の基本だろうと思っております。 

 あとの財政の仕組みは、国の動向、県の動向を見ながらもございます

が、基本は地方自治体はどうしてもそういったものをしっかりととらま

えていかないと、ついつい惰性でいくと大きな後世に債務を残すように

なりますんで、そういったコスト削減等十分しながらいく必要があろう

かと思います。以上でございます。 

○川角委員長  ほかに質疑はございませんか。 

 藤井委員。 

○藤 井 委 員  主要施策の説明書の19ページの情報公開についてお伺いしたいと思い

ます。情報公開請求が市長に対して25件請求が来ておりますが、そのう

ちの公開されてるのが12件、一部公開が10件、非公開が3件。ここの全

面公開ができない大きな問題点というのはどういうことであったのか。

不服申し立ても1件あるわけでございますので、ここらの説明をお伺い

したいと思います。 

 さらに次のページに情報公開・個人情報保護審査委員会がありまして、

開催をされておりますが、ここの内容を見てみますと諮問がほとんどで、

内容としては1件ということでございます。委員が大体5名だろうと思う

んですけども、この審査委員会どういう事例で開催されるのか。定期的

ではないと思うんですけども、そこらあたりどういう内容が出て委員会

を招集されてるのか。これも費用弁償も結構かかってると思うんですが、

内容から見てもそう時間がかかるような問題でもないのかなという思い

もするんですが、そこらあたりどういう開催目的で招集されてるのか、

そこらあたりをお伺いしたいと思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 沖野総務課長。 

○沖野総務課長  まず非公開の理由でございますが、これは個人情報が含まれておるた

め非公開としたものでございます。 

 また、情報公開・個人情報保護審査会でございますが、個人情報の保

護はいわゆる法律で定めがある場合または本人同意がある場合、これは

当然公開しても構わないわけです。その他公益上必要な場合には情報保

護審査会の意見を聞いて公開するというような条項が含まれております

ので、これに該当するような場合などに審査会の開催を要請し、審査会

の意見を聞きながら判断しておる、こういう状況でございます。以上で

ございます。 

○川角委員長  よろしいですか。 

 藤井委員。 

○藤 井 委 員  ここの審査委員会のメンバーは、どういう方が審査委員になられてる

のか。 

 それと個人情報保護法があるから一部公開であるとか非公開になって

る、そこはわかるんですよ。何かがひっかかっているから公開できてな

いということなんですけども、そこらあたりもう少しどういうんですか、
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具体的に答弁ができればお願いしたいと思うんですが。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 沖野総務課長。 

○沖野総務課長  情報公開の具体的な事例ということだろうと思いますが……。済みま

せん。その前に個人情報保護審査会の委員さんのお名前ということでご

ざいますが、一つは県立広島大学の准教授、一つは広島経済大学の教授、

一つは医師、一つは弁護士、また有識者の方、5名で構成をされておる

委員会となっております。 

 次に、具体的な事例ということでございましたが、先般の一般質問で

ございましたように災害時の要援護者の方の情報を行政で把握する場合

にはどのようにしたらいいかという問題ですが、要援護者の方はいわゆ

る個人情報でございますので、それを外部に提供することなどは、いわ

ゆる法の定めがある場合、あるいは本人の同意がある場合、このような

事例が出てくるわけでございます。そのような事例に対応するために審

査会の意見を聞き、こういうことで情報収集するのが妥当かという意見

を聞きながら進めておるという、こういう内容でございます。以上でご

ざいます。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

  〔質疑なし〕 

 質疑はなしと認めます。 

 これをもって質疑を終了いたします。 

 ここで暫時休憩に入りたいと思います。 

 2時10分まで休憩をいたします。 

 ここで説明員の方入れかわりがあると思いますので、よろしくお願い

いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後１時５３分 休憩 

      午後２時１０分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  それでは、休憩を閉じて再開をいたします。 

 続いて、関係課長から要点の説明を求めます。 

 竹本政策企画課長。 

○竹本政策企画課長  それでは、総務企画部政策企画課の19年度決算について説明をいたし

ます。 

 歳入につきましては、平成19年度安芸高田市決算書に基づき説明をさ

せていただきます。 

 決算書の23、24ページをお開き願います。13款使用料及び手数料の1

目の総務使用料、節の2総務使用料、収入済額568万5,325円のうち無線

アクセス事業に伴う使用料収入として488万9,325円となりました。内訳

は、吉田町小山、竹原地区49件分と甲田町小原地区56件分、計105件分

の使用料収入でございます。 
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 続きまして、同じく13款の4目労働使用料、市営駐車場使用料金とし

て向原、甲立駅の駐車場利用として269万8,293円の料金収入となりまし

た。 

 続きまして、35、36ページをお願いいたします。15款の県支出金、2

項県補助金、1目総務費県補助金収入済額4,100万2,679円のうち備考欄

に記載してありますように生活交通路線維持費補助金として129万2,000

円、県補助金としての収入となりました。 

 続きまして、45から46ページをお願いいたします。16款の財産収入、

1項財産運用収入、1目財産貸付収入、1節土地建物貸付収入済額の1,468

万8,020円のうち神楽門前湯治村に指定管理委託をしています道の駅、

ポプラの貸付収入33万6,000円をそこに含んでおります。 

 続きまして、55、56ページをお願いいたします。20款の諸収入、5項

雑入の3節雑入の政策企画課関係雑入といたしましては、備考欄にあり

ますように全体で4,612万6,281円でございます。内訳として主なものは、

第2庁舎建設に伴うＮＥＤＯより省エネルギー普及促進費として4,026万

2,103円、ちゅうごく産業創造センター助成金として250万円、そして土

師ダム周辺にありますはじ丸館使用料として国土交通省土師ダム管理事

務所から266万6,160円等でございます。政策企画課としての雑入の収入

未済額等はありません。 

 以上で平成19年度歳入決算の説明とさせていただきます。 

 続きまして、歳出の説明に移らさせていただきます。歳出の説明は、

19年度主要施策の成果に関する説明書に基づいて説明をさせていただき

ます。 

 36ページをお開き願います。上段、18、文書広報費でございますが、

市民の皆さんへ的確な情報提供を行うため広報あきたかたの毎月発行と

市のホームページの管理運営を行いました。支出の主なものといたしま

しては、広報紙の発行に伴う印刷製本費として420万5,964円とホームペ

ージの保守管理委託料として93万2,400円でございます。広報活動に関

する成果と課題でありますが、リニューアル及び新設したコーナーや特

集を組むなど内容の充実に努めてきました。今後は、さらなる内容の充

実と住民の視点に立った情報発信に努めていく必要があります。また、

ホームページのリニューアルに関しましては、本年7月に行ったところ

でございます。 

 続きまして、19の公聴費ですが、市民の皆さんの意見等を市政に反映

するための公聴活動として19年度も継続して支所別懇談会、自治懇談会、

団体懇談会を開催いたしました。開催状況等につきましては、37及び38

ページに記載していますので、御確認いただきたいと思います。各種懇

談会とも合併後4年経過という中で制度として定着してきたと言えます

が、平成18年度以降参加者が減少の傾向にあり、開催の時期及び内容等

を検討する必要があると思います。 

 続きまして、38ページの20、交通対策費ですが、交通対策としては主
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に生活交通確保として乗合バス、予約乗合タクシー、ＪＲ向原駅、吉田

口駅、甲立駅の駅舎と駐車場及び高速バス停の維持管理等の運営を行い

ました。乗合バス19年度運営補助負担として備北交通に1億1,145万

7,000円、北広島町に187万4,000円となりました。予約乗合タクシー事

業は、平成17年8月から試験運行を行っていますが、年々少しずつでは

ありますが、利用者増の傾向であり、制度として定着してきたと考えて

います。 

 39ページの表1に月別の利用者数、委託料支払額等、表2に年代別利用

者数の状況を示していますので、参考にしていただきたいと思います。 

 なお、予約乗合タクシー事業の19年度支出額は、年間で347万7,000円

となりました。 

 駐車場管理につきましては、19年度に条例の整備と向原駅、甲立駅に

つきましては一時利用者用に自動発券機の設置工事を行い、利用促進と

事務の軽減を図りました。駐車場の利用状況及び自動発券機設置工事費

につきましては、39ページ下段の表のとおりでございます。 

 生活バス路線の見直しについては、少ない経費で最大の効果を目指し

て通勤、通学と高齢者の通院と買い物に重点を置いた、また吉田の中心

に直通便とするダイヤ編成を19年度10月から行いましたが、ＪＲとの連

携が不十分となったり市民とのニーズとの違いの中で利用者の減少の傾

向があり、負担経費の削減には計画どおりはなってないとの現在の時点

で事業者からの報告を受けているところでございます。また、こうした

状況を踏まえ、19年度末には国の地域公共交通活性化再生総合事業制度

を活用して公共交通協議会を立ち上げ、安芸高田市の公共交通全般につ

いて市民ニーズをもとに見直し、計画策定を行っているところでござい

ます。 

 続きまして、40ページの葬斎場施設整備事業ですが、平成17年度策定

した安芸高田市葬斎場建設基本計画に基づき施設の機能、規模、地理的

中心性、財政的優位性、交通の利便性等を総合的に判断し、建設適地と

して旧吉田町環境センター跡地を市議会に承認をいただき、平成18年3

月から地元説明会等を行ってきております。平成19年度も引き続き集落

住民懇談会、小集落住民懇談会、個別懇談会及び集落の検討委員会など

あらゆる機会を通じて協議、説明を行い、同意を得るべく対応してきま

したが、美土里町の集落全体での同意を得るには現在至っておりません。

ただ、安芸高田市内の火葬場は、施設の老朽化が著しく、新しい葬斎場

の整備はできるだけ早く整備する必要があり、今後においてもさまざま

な機会を通じて同意を得るよう努めていきたいと考えております。 

 続きまして、41ページの地域情報化推進費ですが、平成23年7月24日、

地上波デジタル放送への移行に伴い、市内のデジタル放送の可視エリア

について平成19年開設いたしました三次、可部中継局からの電波の可視

調査を46万2,000円で株式会社マルミに委託し、実施を行いました。こ

れからも年次開設される中継局にそれぞれ可視エリアを把握し、市内に
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おいてどこが難視聴区域となるか、より正確な把握に努めていく必要が

ございます。20年度からはさらに可視エリアの調査とともに、まずは共

聴施設のデジタル改修整備と新たな難視聴区域の解消に向けての取り組

みを行っていく必要があります。 

 続きまして、23、無線アクセス管理運営費ですが、この事業は市内の

中でＡＤＳＬの配線が整備されてないエリア、吉田町竹原、小山地区と

甲田町小原地区に5ギガ帯無線を使用した高速インターネットサービス

を提供し、その維持管理を行っているものです。 

 42ページの表のように利用者数は、吉田町49件、甲田町56件、合わせ

て105件となっております。 

 歳入の利用料といたしましては488万9,000円、年間の歳出は19年度雷

の被害等による施設修繕157万5,000円があり、全体で504万6,000円とな

りました。利用者からは、今までのＩＳＤＮと比較し通信速度が格段に

早くなったとの好評をいただいているところでございます。ただ、エリ

ア内及び近隣においては新たな利用希望者があり、その対応のためには

新規の中継局の設置、また子局が必要となります。この9月議会で補正

予算を可決していただきましたので、県の補助事業を活用し、エリアの

拡張を行い、利用者の拡大を図っていきたいと考えております。 

 続きまして、42ページ、24の外郭団体補助費ですが、19年度の支出と

しては政策企画課が所管する第三セクターへの公の施設の指定管理委託

料9,560万円と事業費補助、団体補助として100万8,000円、そして19年

度財団法人八千代町開発公社職員2名の退職に伴う退職手当補助1,313万

6,000円と当座貸越制度廃止に伴う運営補助として3,500万円、そして設

備の修繕費及び雷被害等による修繕費として791万8,922円等で、全体で

1億5,414万8,072円の支出となりました。 

 施設ごとの指定管理料、補助金、修繕費につきましては、42、43ペー

ジに記載してありますので、参照お願いいたします。 

 44から48ページには、所管してます第三セクターの19年度決算に基づ

き利用者数、事業実績、経営状況等を表として示したものでございます。

この説明に関しましては、さきの6月に決算の報告をし、第三セクター

特別委員会にて説明をさせていただいた内容でございますので、説明の

ほうは省略させていただきます。 

 第三セクターの指定管理料算定につきましては、非収益事業、公共性

の高いものを対象とし、収益事業については独立採算を目指すよう経営

努力と効率的な運営を図るよう指導をしているところでございます。た

だ、昨今の燃料費の高騰等の中で利用客の減少や光熱水費及び原材料費

の高騰と施設の運営は大変厳しい状況となっています。それぞれの施設

は地域振興施設等として地域における活性化や雇用、生きがいの創造、

伝統文化の継承など多岐にわたった経済波及効果及び市の観光施設等と

しての役割を果たしていることをかんがみ、今後とも継続運営ができる

仕組みを構築することが必要となっております。20年度からはその一つ
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として、これまで単年度ごとの指定管理契約を3年間の委託期間とし、

計画的な事業運営ができるよう変更したところでございます。 

 続きまして、48ページ下段の25、第2庁舎・総合文化保健福祉施設整

備事業ですが、本事業は市の合併後の最重点事業の一つとして平成16年

度に庁舎と総合文化保健福祉施設の一体的整備方針を決定いただいてか

ら実質3年間で基本計画、実施計画、建設工事等を全体事業費42億2,247

万2,000円で行うことができました。平成19年10月に庁舎・総合文化保

健福祉施設は完成し、11月3日に竣工式典を行うことができました。そ

の間、大変厳しいスケジュールの中で建物の仕様や利活用計画等全般に

わたって特別委員会において26回も開催いただき、いろんな協議をいた

だきましたことに対し、改めて議員各位にお礼を申し上げたいと思いま

す。 

 平成19年度決算といたしましては、49ページ上段にありますように15

億8,466万7,000円となりました。内訳としましては、49ページから52ペ

ージにありますように各種建設工事、委託料、備品購入費、駐車場用地

等購入費、物件等移転補償費が主な支出となっているものでございます。

詳細な説明に関しましては特別委員会にて説明をしていますので、これ

も省略をさせていただきたいと思います。 

 今後は、集積した庁舎機能による市民の行政サービスの向上と魅力あ

るイベント等を効率的に開催し、市民の施設利用の促進を図り、生涯学

習及び市の活性化に寄与する必要があると考えております。また、19年

度においては直接的な費用はございませんでしたが、安芸高田市の総合

計画の基本構想、基本計画に基づく実施計画の策定を行いました。実施

計画につきましては、平成19年から平成23年度までとする5カ年のもの

でございます。そうした中、財政健全化計画とあわせてその進捗管理ま

たローリング等を適宜今後とも行っていきたいと考えております。 

 以上で政策企画課の所管してます平成19年度の歳入歳出決算説明とさ

せていただきます。 

○川角委員長  続いて、小田自治振興課長。 

○小田自治振興課長  続きまして、自治振興課が所掌いたしました事業、その決算について

説明をさせていただきます。 

 まず、歳入でございます。決算書の36ページをお開きいただきたいと

思います。36ページ、歳入、15款でございます。県支出金、県補助金、

総務費県補助金で住民自治活動フォローアップ事業費県補助金でござい

ます。決算額は13万3,000円。この決算につきましては、まちづくり講

演会、県立大学との連携による公開講座、市民フォーラム等の開催事業

に係る県補助金でございます。 

 続きまして、47、48ページをお開きいただきたいと思います。17款寄

附金、指定寄附金でございますが、コミュニティ施設整備指定寄附金で

ございます。決算額が307万8,789円。このことにつきましては、美土里

町の小学校跡地活用に係る横田地域の拠点施設の整備事業におきまして
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市として整備する限度額3,000万でございますが、この3,000万を超えた

部分について地元負担として横田地区振興会から指定寄附として歳入を

受けたものでございます。 

 続きまして、57、58ページをお開きください。20款諸収入、雑入、雑

入でございます。備考の上段でございますが、自治振興課関係の雑入で

ございます。決算額は4,231万5,500円でございます。内訳につきまして

は、市内5地域が実施をいたしましたコミュニティ助成事業助成金とし

て1,250万円及び市外からの視察者に対して資料代を1人500円徴収して

おりますが、その額が41万5,500円、さらに美土里町の学校跡地活用に

係ります横田地域の拠点施設整備事業に係る財源確保として受けた宝く

じ助成金の2,940万円でございます。 

 続きまして、歳出の説明をさせていただきます。主要施策の成果に関

する説明書をお開きをいただきたいと思います。まず、43ページをお開

きいただきたいと思います。外郭団体補助費の中で自治振興課が所管い

たしましたエコミュージアム川根につきましての決算でございますが、

指定管理委託として870万、さらに43ページの中段以降にございますけ

ども、施設の修繕費、ボイラーとか浄化槽等の施設の修繕費として268

万2,677円を支出したものでございます。運営の状況でございますけど

も、平成4年に開設して以来15年余りを経過しております。設備等の老

朽化が目立ち始め、修繕が必要な状況にあるという現状でございます。

また、施設の利用者につきましても宿泊者については前年対比で見ると

19年度については増加を見ておりますけども、施設全体で見ると減少傾

向にあります。そういったことから独自な事業として今年度、20年度に

つきましては川根農業小学校のような自主事業を展開をしながら施設の

持つ研修機能を生かした自主事業の実施を強め、来訪者の増加、さらに

は地域内利用の増加を図って収益性の向上を支援をしてまいりたいと考

えております。 

 続きまして、説明書の52ページをお開きください。52ページ、26番、

自治振興総務管理費でございます。本事業につきましては、まちづくり

活動を展開するための人材の育成または組織活動の支援を行うものでご

ざいます。市民フォーラム、まちづくり講座、講演会の開催またはまち

づくりサポーター保険の運用、また県立広島大学の協力を得て住民自治

活動の実態調査等を実施したものでございます。決算額は、626万1,361

円でございます。 

 53ページの表をごらんいただきたいと思いますが、表中の連続公開講

座でございますが、県立広島大学の協力を得まして小さな経済活動とい

う形を持ちながら連続公開講座を5回実施をしております。延べの受講

者数は174人でございます。20年度におきましては食と健康ということ

をテーマに置きながら、現在5つの講座を実施しておるとこでございま

す。 

 次に、まちづくり講演会でございます。地域振興を図る上での人材育
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成または成功事例に学ぶとして講演会を開催をいたしました。徳島県の

上勝の横石さんを講師にして地域の経済活動の仕掛けという形で開催を

いたし、参加者は270人を数えているとこでございます。今年度におき

ましては予定として、10月23日を予定をしております。四国の馬路村農

協の東谷組合長を招いての講演会を予定をしておるとこでございます。 

 次に、市民フォーラムでございますが、昨年度2月10日に第4回の安芸

高田市民フォーラムを開催をしたところでございます。この市民フォー

ラムの運営につきましては、まちづくり委員会の中に市民フォーラム運

営企画委員会を設けていただいて連携をしながら実施をしておるとこで

ございます。参加者につきましては、454人を数えておるとこでござい

ます。こうした場を設けることによって今後の住民自治活動の拡大また

は充実に寄与してまいりたいと考えておるとこでございます。 

 次に、まちづくりサポーター保険でございます。公共的、公益的な住

民自治活動、住民活動を年間を通じてサポートするこの保険事業につき

ましては、平成18年7月から運用開始をしておるとこでございます。19

年度においては、事故の発生につきましては4件発生をしております。

吉田地域が2件、八千代地域で1件、高宮地域で1件の発生でございまし

た。幸い大きな事故ではございませんでしたが、イベント時の準備また

は片づけ等での事故でございました。また、こうした事故の状況につき

ましては、まちづくり委員会等で報告をさせていただき、事故防止のた

めの情報の共有を図っておるとこでございます。 

 次に、（3）県立広島大学住民自治活動調査委託事業でございます。

県立広島大学の協力を得まして、まちづくり委員会と連携をし、住民自

治活動に係るアンケート調査を実施をいたしました。それぞれの調査結

果につきましては、まちづくり委員会への委員さんへ、または市内32の

各振興会の組織へお配りをして、そのアンケート結果に基づいたデータ

等を利用していただきながら今後の活動の参考にしていただくというこ

とにしております。アンケートの具体的な内容につきましては、振興会

活動の認知であるとか今後、振興会の活動として取り組んでいただきた

い内容等をお聞きしておるものでございます。こうしたことを受けなが

ら今後の活動に生かしていただければと考えておるところでございます。 

 次に、54ページをお開きいただきたいと思います。54ページの27番、

まちづくり委員会でございます。まちづくり委員会につきましては、参

画と協働のまちづくりを推進するということで条例で設置をされており

ます。日々の地域の活動を通じて得た課題または住民の意向を市の施策

に反映するということの機能を持っておるものでございまして、まちづ

くりにかかわる提案または先進的なモデルとなるような振興会活動の内

容につきましては市域全体の活動として拡大を促していく、そういった

機能も持っておるものでございます。19年度におきましては、4回の委

員会または正副委員長会議、また3つの小委員会を持っておりますけど

も、この小委員会を計10回開催をしております。また、委員会に市の地
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域振興アドバイザーを務めていただいております明治大学の小田切教授

に来ていただいて今後の地域活動についての助言を受けているとこでご

ざいます。委員報酬を中心とする会議費等で157万1,200円を支出してお

るものでございます。 

 それぞれ3つの小委員会がございます。その小委員会の活動内容でご

ざいますが、一つは市民フォーラム運営企画委員会につきましては第4

回の市民フォーラムはこの2月10日に実施をしたとこでございます。さ

らに地域福祉小委員会でございますが、この小委員会については現在子

育て環境というのをテーマに御協議をしていただいております。地域で

子育てをどのようにサポートできるか、その体制を地域としてどのよう

に整えることができるかということで現在協議を進めていただいておる

とこでございます。さらに安全・安心なまちづくり小委員会につきまし

ては、地域防災ということをテーマとして、その地域での防災のあり方

について協議を進めていただいとるとこでございます。先ほどの県立大

学とともにアンケートをとったわけでございますけど、そのアンケート

結果というのを調査の分析を進める中で今後の活動にこれを生かしてま

いりたいとも考えております。 

 次に、28番、地域振興支援費でございます。市内32の地域振興組織が

行う活動並びに特色ある地域づくりを推進するための事業、さらにコミ

ュニティー活動に必要な設備、備品等でございますが、これをサポート

する事業及び各町単位で実施をされております祭りへの助成をいたして

おります。 

 まず地域振興組織助成事業でございますが、組織活動に対する助成金

として2,400万円、特色ある地域づくり事業の助成金として1,800万、合

計4,200万を交付しております。 

 事業内容につきましては、54、55の表の中に主な概要については載せ

ておりますけども、まず地域の中でみんなが集う場としての祭りである

とかスポーツイベント、または安心な暮らしのための高齢者を支える地

域福祉活動、学校や保護者と連携した子どもの安全確保、地域内の景観

整備、または歴史文化の保全、伝承活動、さらには地域の活動等を紹介

する会報紙の発行等を実施をされております。全体的に見ますと年に数

回の行事というところから日常的な活動にと徐々に活動の広がりが見え

始めております。地域ごとの状況に沿った多様な活動が現在展開されて

いると考えております。地域の皆さんが一緒に集って地域ごとの課題と

か資源に気づいて、その解決や魅力をどのように高めるかということの

ための行動であるとか、住みやすい地域をつくろうとするそうした活動

に対して、こうした財政的な支援並びに職員が積極的に地域活動にかか

わるとした人的支援の、この両方の支援をもってこうした活動をサポー

トしてまいりたいと考えております。 

 次に、55ページの中段でございますが、（2）のコミュニティ助成事

業でございます。このコミュニティ助成事業につきましては、宝くじを
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財源とした財団法人の自治総合センターから助成を受けたものでござい

ます。250万を限度にということで、10割補助でございます。備品等の

整備のために交付をしたもので、助成額については5組織で1,250万、内

容につきましてはそこに記載をさせていただいたとおりでございます。

やはりこうした財源につきましては、有効に御利用いただきたいという

ことで、組織活動にかかわる備品等の整備につきましてはぜひこうした

事業をお使いいただければということで、事業の紹介等につきましては

各市町の地域振興担当課を通じてそれぞれの地域のほうに周知等を図っ

ておるところでございます。 

 次に、地域イベント支援事業でございます。（3）でございますが、

地域内の親睦とか交流を図るということで旧来の町単位で実施されてい

る地域イベント、祭りへの助成を行っております。各町の祭りの実行委

員会に対して総額711万円の補助金を交付いたしました。 

 それぞれの祭りの内容等については55、56ページの一覧表に記述をさ

せておるところでございますが、地域ごとのコミュニティーの醸成であ

るとか文化の伝承ということで、こうした活動については今後とも支援

をさせていただきたいと考えておるところでございます。 

 続いて、（4）美土里町旧小学校の跡地整備事業でございます。美土

里町の小学校統合に伴い廃校となった4つの小学校を地域の活動拠点と

して整備をするものでございます。19年度においては、本郷、生桑、横

田の旧小学校土地をそれぞれの地域活動の拠点として整備をしておりま

す。4つの施設全体の事業費については2億64万2,000円でございますけ

ども、そのうち19年度の事業については6,734万8,000円でございます。 

 事業内容については、56、57ページにそれぞれ工事費の内容、委託費

の内容等記述をしておりますので、ごらんをいただきたいと思います。 

 こうしたでき上がった施設につきましては、地域の活動拠点としてと

いうことで地域振興組織が指定管理者として管理運営を行っていただい

ておるということでございます。今後この地域のこうした施設を活用い

ただいて地域活動というのが充実していくよう利用を、その施設を活用

いただきたいと考えております。 

 次に、58ページの29ですが、基幹集会所管理費でございます。本決算

につきましては、これは決算額が3,035万6,653円でございます。自治振

興課が所管いたしております市内28カ所の基幹集会所の維持管理と6カ

所の、これは集落等での集会所の整備でございますが、6カ所の小規模

集会所の整備助成を実施したものでございます。 

 費用内容につきましては、そこに58、59ページの一覧表に記述をさせ

ていただいておりますけども、施設の管理経費ということで電気料金等、

また修繕費、また施設の管理委託、また浄化槽等の保守点検費用、また

は指定管理費用ということで1,519万3,653円、さらに市内6地域の小規

模集会所の整備費補助金として1,516万3,000円を支出をしております。

こうした基幹集会所におきましては、原則として地域の振興会等に指定



45 

管理者としてそれぞれ振興会の御理解を得ながら徐々に移管をしてまい

りたいと考えておるとこでございます。 

 以上で自治振興課が所管いたしました決算の状況について御説明をさ

せていただきました。 

○川角委員長  それでは、これより質疑に入りたいと思います。 

 質疑はございませんか。 

 山根委員。 

○山 根 委 員  済みません。自治振興課のほうでちょっとお伺いいたします。県大に

調査委託をされたとのことですね。53ページ、県立広島大学住民自治活

動調査委託事業についてですが、これは研究成果というのはもうまとめ

られてるんでしょうか。次のページで、上から9行目に委託調査結果を

まちづくり委員会や各地域振興組織に提供しておりという言葉が入って

おりますので、もう調査結果がまとめられて、それを使われてるのでし

ょうか。もし出ているのであれば、この委員会にその調査結果が参考資

料として出していただけたらと思いますが。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 小田自治振興課長。 

○小田自治振興課長  県立広島大学と連携をいたしまして実施をしました住民自治活動の調

査事業の結果報告書でございますが、これはそれぞれでき上がっており

まして、各振興会、さらにはまちづくり委員会のほうにお渡しをし、そ

れを現在活用していただくようにお願いをしているとこでございます。

このことにつきましては、議会等にも御要望等ございましたらコピー等

をさせていただきながら配付をさせていただきたいと考えております。 

○山 根 委 員  私は、要望をしたいと。済みません。 

○川角委員長  山根委員。 

○山 根 委 員  私は要望をしたいと思うんですけれども、安芸高田市においてはまち

づくりの中で自治組織がかなり大きな柱になっていると考えております。

その中で先ほど防災の点についても自治組織が大きな意味を持つという

ふうに言われておりましたけれども、この点について先ほど総務企画課

のほうでは質問をしなかったんですけど、ハザードマップの件について

は支所別懇談会のときに各地域からも声が出ております。また、総務企

画で視察に行きました折、緯度、経度を入れたマップづくりが避難とい

うか、救援のときにかなり意味があるものであるということも聞いてお

りますので、自治振興課との連携をこれからどのように考えられてるの

か、お伺いいたします。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 田丸部長。 

○田丸総務企画部長  自治振興課が所管をしておりますいわゆる地域振興組織と、そしてそ

れをフィールドとしていろんな活動、例えば防災であったり、または地

域のいわゆる福祉であったりということの関係だろうというふうに思い

ますけども、基本的には総括的には自治振興課がこれを所管をし、そし
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てそれぞれの振興会の中で必要とされる情報なり活動なり、あと個々の

支援なりというのは、いわゆる防災であれば総務の防災の担当が行きま

すし、さらには地域の福祉であれば市民生活部の福祉担当がやはり連携

をとるというふうな形になっておりますので、今までもそのようにして

おりましたけども、今からもやはりそのような形で進んでいくというふ

うに私どもは理解をしております。したがって、防災にかかわる分につ

きましてもいわゆる全体の所管は自治振興課がしますけども、個々の具

体の防災組織の組織化であるとか防災マップを使ったもろもろの活動等

につきましては所管の部と連携をとりながらするという関係にあるとい

うふうに理解をしております。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

  〔質疑なし〕 

 それでは、質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑は終了いたします。 

 以上で総務部の所管の決算審査の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩をいたします。 

 では、会計課と交代をしてください。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後２時５４分 休憩 

      午後２時５６分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  再開いたします。 

 会計管理者から要点の説明を求めます。 

 立田会計管理者。 

○立田会計管理者  それでは、会計課にかかわります決算につきまして決算書によりまし

て御説明いたします。 

 会計課では、市税を初めとします公金の受け入れ等歳入の事務と、一

般会計及び特別会計の事務事業の実施に伴います支払い等の歳出の事務

を行っております。 

 それでは、歳入の主なものを御説明いたします。決算書の53ページ、

54ページをお開きください。20款2項1目1節の市預金利子212万5,198円

でございますが、これは歳計現金等の支払い準備金の余裕資金を定期預

金で運用しました利子収入でございます。歳入につきましては以上でご

ざいます。 

 続きまして、歳出でございます。67ページ、68ページをお開きくださ

い。2款1項4目会計管理費でございますが、513万4,000円の予算に対し

まして513万1,268円を支出しております。主なものといたしましては、

1款報酬180万円、これは伝票整理や支払い準備等の会計事務を処理しま

す非常勤事務員の報酬でございます。12節役務費272万9,864円、これは

市税ほかの公金の収納手数料を金融機関へ支払ったものでございます。 

 以上、簡単でございますが、会計課にかかわります決算の説明を終わ
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らせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○川角委員長  以上で説明は終わります。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑はございませんか。 

  〔質疑なし〕 

 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑は終了いたします。 

 それでは続いて、監査委員事務局所管の決算の認定についてを議題と

いたします。 

 事務局長から概要説明を求めます。 

 乘田事務局長。 

○乘田監査委員事務局長  失礼します。それでは、監査委員事務局、公平委員会、固定資産評価

審査委員会の19年度の決算について説明させていただきます。 

 なお、これらの委員会につきましては歳入はございません。 

 歳出につきましては、主要施策の成果という部分で説明となっており

ますけれども、事務局関係についての委員会につきましては行政委員会

でございまして、事業を持っておりませんので、この決算値に基づいて

説明させていただきます。 

 それでは、まず71ページ、2ページをお願いいたします。なお、予算

現額は省略させていただきます。それから中ほどでございます。公平委

員会費でございます。支出済額21万1,400円でございます。主なものは、

1節の報酬……。 

○川角委員長  ちょっとお待ちください。先ほどは事務局長ということで監査委員事

務局ということで説明いただいたんですが、続いて、公平委員会及び固

定資産評価審査委員会所管の決算もあわせて説明を求めますので、説明

をしてください。 

 乘田事務局長。 

○乘田監査委員事務局長  失礼しました。改めて監査委員事務局と公平委員会、固定資産評価審

査委員会について説明させていただきます。 

 まずは公平委員会でございます。71ページ、2ページをお願いいたし

ます。まず、8目の公平委員会費でございます。予算現額は省略させて

いただきまして、支出済額は21万1,400円でございます。主なものは1節

の11万2,000円で、委員3名の報酬でございます。それから19節の負担金

補助金でございます。5万4,500円でございますが、これは本市が加入し

ております全国公平委員会連合会などの年会費と中国支部総会、それか

らまた研修会への参加負担金でございます。 

 なお、19年度公平委員会の実施内容につきましては委員長職務代理者

の指定等で委員会を2回開催しております。また、審査につきましては、

職員からの不服申し立て等はございませんでしたけれども、相談といい

ますが、照会が2件ほどございました。内容につきましては、喫煙者と

非喫煙者についての本庁はどうなのかというような内容でございます。 
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 まず私ども職員は、相談員に指定されておりまして、委員長指揮のも

とで苦情相談に当たっておりますけれども、相談内容というのが多岐に

わたることが考えられますので、これからはこれらの知識の習得が必要

かと思っております。 

 次に、75、6ページをお願いいたします。下の段の1目税務総務費のう

ち78ページの備考欄に掲げてあります固定資産評価審査委員会費でござ

います。支出済額は32万300円で、主なものにつきましては、申しわけ

ないんですが、前のページに戻っていただきまして、1節の報酬24万

2,000円、同額が審査委員会分で、3名の委員報酬でございます。 

 なお、19年度におきましては、土地についての価格が過大という審査

申し出が1件ありまして、7回の委員会を開催しております。また、研修

会を1回開催しております。それから今後ですけれども、審査申し出に

対しましては今後とも委員会として中立また専門的な立場で審査を行っ

てまいりたいと思っております。固定資産審査委員会は以上でございま

す。 

 最後ですけれども、83ページ、4ページをお願いいたします。上の段

の1目監査委員費でございます。人件費の関係は省略させていただきま

して、支出済額は136万7,316円でございます。主なものは1節の報酬98

万4,000円で、2名の委員報酬でございます。また、9節の旅費29万2,600

円につきましては、委員の費用弁償と職員の旅費でございます。それか

ら19の負担金6万4,000円でございますが、これは本市の監査委員が加入

しております全国都市監査委員などの年会費と研究会などへの出席者負

担金でございます。監査につきましては委員も非常勤で限られた期間で

すけれども、年度当初計画しました監査はすべて実施しております。結

果につきましては、議長、また市長に提出しまして、ホームページでも

公表しております。委員におかれましては、4つの都市委員会がござい

ますけれども、これはすべてに出席していただいております。これから

も研修会等を通しまして知識の習得、監査機能の充実を図っていく必要

があると思っております。以上で監査委員事務局関係の説明を終わらせ

ていただきます。 

○川角委員長  それでは、ただいまの説明に対しまして質疑はございますか。 

  〔質疑なし〕 

 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑は終了いたします。 

 暫時休憩をいたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後３時０５分 休憩 

      午後３時０５分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  休憩を解いて再開いたします。 

 先ほど自治振興課の部分で山根委員からの要望のあった資料について
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は、委員会として要望することにしたいと思いますが、これに御異議ご

ざいませんか。 

  〔異議なし〕 

 異議なし。それでは、そのように取り計らいをさせていただきます。 

 それでは、ここで20分まで休憩をいたしまして、消防のほうもこれか

ら審査を行いたいと思います。 

 20分まで休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後３時０６分 休憩 

      午後３時２０分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  それでは、休憩を解いて再開をいたします。 

 続きまして、消防本部所管の決算についてを議題といたし、概要説明

を求めます。 

 竹川消防長。 

○竹川消 防 長  失礼いたします。それでは早速でございますけども、平成19年度の

消防関係歳入歳出決算の概要の説明をさせていただきます。後ほど各課

長から主要施策の成果に関する説明書により説明をいたしたいと思いま

す。 

 消防本部におきましては、総務、予防、消防課の3課7係で21事業に係

る業務を実施いたしております。また、消防署におきましては、警防課

の1課4係で4事業に係る業務の実施をいたしておるところでございます。 

 主たる事業といたしましては、常備消防費の関係は安芸高田市民の安

全と安心を守るべく消防、救急、救助の業務を実施いたし、また安芸高

田市北部地域の救急業務の充実強化のため平成19年4月1日から安芸高田

消防署北部分駐所を運用開始しております。 

 次に、非常備の消防費といたしましては、消防団の維持、報酬、出動

に伴う経費でございまして、主たるものは消防団員の活動服の統一整備、

水防活動時の安全管理といたしましてライフジャケットを整備いたした

ところでございます。消防施設管理費といたしましては消防団詰所及び

消防団車両の維持管理でございまして、主たるものは消防団の車両でご

ざいます。小型動力ポンプつき積載車1台を更新整備いたしたところで

あります。 

 次に、防災施設管理費といたしましては、広島県の総合行政通信網、

衛星系でございますけども、整備をいたしたところであります。 

 以上、大枠概要でございます。よろしくお願いをいたします。 

○川角委員長  広政次長兼総務課長。 

○広政消防本部次長兼総務課長  失礼します。それでは、歳入歳出につきましては総務課において決算

書に基づき説明をさせていただき、主要施策の成果に関する説明に基づ

きそれぞれ担当課長により説明させていただきます。 

 まず、決算書の27ページ、28ページをお開きください。13款使用料及
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び手数料、2項手数料、5目消防手数料ですが、これは危険物、高圧ガス、

火薬類に伴う各種手数料及び火災罹災証明書、救急搬送証明書の手数料

で、収入済額73万9,650円です。 

 43及び44ページをお開きください。15款県支出金、3項委託金、4目消

防費委託金ですが、これは消防設備士講習に関する事務委託料で、収入

済額1万1,340円です。 

 55及び56ページをお開きください。20款諸収入、4項受託事業収入、1

目消防受託事業収入ですが、これは危険物取扱者講習に関する事務委託

料で、収入済額1万5,624円です。 

 続きまして、5項雑入、4目雑入、1節消防団員退職報奨金ですが、こ

れは退職消防団員34名分の退職報奨金で、収入済額1,328万7,000円でご

ざいます。2節救急支弁金は、西日本高速道路株式会社からの高速道路

における救急業務に対する支弁金で、収入済額538万4,190円です。 

 57及び58ページをお開きください。3節雑入ですが、58ページの備考

欄をごらんください。下から3番目でございます。消防本部関係雑入と

して36万4,705円の収入となっております。主なものは、自動販売機電

気料金、救急講演会協賛金等でございます。 

 以上が消防本部の歳入でございまして、収入未済はございません。 

 続きまして、歳出の御説明を申し上げます。決算書の121ページ及び

122ページをお願いします。9款消防費、1項消防費、1目常備消防費でご

ざいますが、4億3,259万2,838円の決算額でございます。 

 2目非常備消防費ですが、1億372万384円の決算額でございます。 

 3目消防施設費でございますが、消防施設費9,092万4円のうち消防が

担当しております消防施設管理費は1,803万4,119円の決算額でございま

す。 

 123ページ及び124ページをお開きください。右の備考欄をごらんくだ

さい。防災施設管理費でございますが、3,941万9,930円のうち消防担当

分は1,305万6,536円の決算額でございます。 

 続きまして、主要施策の成果に関する説明書により主要事業の御説明

を申し上げます。説明書の159ページをお願いいたします。それでは、

総務課関係の説明をいたします。1、防火管理事業でございますが、消

防庁舎の防火管理といたしまして消防用設備等の点検及び整備により維

持管理を行っております。 

 消防職員研修事業でございますが、職員の教育・研修状況といたしま

して、広島県消防学校の各種教育課程へ7名を入校させるとともに、短

期派遣及び講師として6回6名を派遣しております。また、救助技術の指

導者養成のため消防大学校救助科に1名入校させました。救急高度化推

進事業といたしまして、広島市消防局救急救命士養成所救急救命士養成

課程に1名入所させ、国家資格を取得させました。また、薬剤投与追加

講習に3名入所させました。救急救命士の薬剤投与病院実習といたしま

して吉田病院におきまして3名を実施させ、1名の認定を受けております。 
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 続きまして、160ページをお開きください。職場環境等整備事業でご

ざいますが、消防職員被服・装備品管理事業といたしまして消防職員へ

活動服等を貸与しております。また、災害対応用装備品といたしまして

保安帽、防火帽用ヘッドライト及びゴーグルを貸与しております。消防

施設管理事業及び消防施設費運営事業につきましては、消防庁舎等に必

要な維持管理を行っております。消防職員委員会事業につきましては、

消防組織法に基づく消防職員委員会を開催し、執務執行及び福利厚生上

の意見を論議し、必要に応じた環境改善を図るものでございます。 

 消防総務課事業でございますが、消防本部幹事課と事務、消防データ

の公表、人事管理、消防予算編成、予算執行、表彰等を行っております。 

 少し飛びますが、176ページをお願いいたします。ページ中央あたり

でございます。非常備火災予防活動事務事業でございますが、消防団及

び消防音楽隊による火災予防活動といたしまして防火パレード、消防音

楽隊活動を行っております。 

 消防団活動事業でございますが、消防団員の出動状況は水火災、捜索

等の災害で年間31回、延べ1,780名が出動しております。その他といた

しまして本部員会議、12月26日から30日においての年末夜間特別警戒、

3月2日の消防出初め式でございます。 

 続きまして、177ページをお開きください。消防団員訓練・研修事業

でございますが、消防団員の教育・研修等の状況といたしまして広島県

消防学校の各種教育訓練に15名が入校しております。初級・中級幹部訓

練として166名、初任者訓練として18の消防団員が参加しております。

訓練実施状況でございますが、年間41回、延べ1,785名が参加しており

ます。 

 続きまして、178ページをお開きください。消防団総務事業でござい

ますが、消防団員の報酬等の支払い状況でございますが、報酬として

3,098万9,418円、出動手当の費用弁償として2,441万1,450円を支払い、

退職消防団員34名に1,328万7,000円を退職報奨金として支給しておりま

す。消防団員への貸与品といたしまして、活動服を更新整備し、また水

防活動時の安全確保のためライフジャケットを全員に貸与しております。 

 続きまして、179ページをお願いいたします。消防団施設管理費でご

ざいますが、消防団の詰所及び車両の維持管理でございます。消防団車

両の更新といたしまして小型動力ポンプつき積載車1台を購入し、美土

里第3分団の車両を更新しております。 

 以上、簡単でございますが、消防本部総務課分要点の説明を終わらせ

ていただきます。 

○川角委員長  中迫予防課長代理。 

○中迫予防課長代理  失礼します。続きまして、予防課が所管しております事業につきまし

て主要施策の成果に関する説明書に基づき御説明させていただきます。 

 戻りまして、161ページをお開きください。建築物・危険物規制事務

事業でございますが、防火の専門家として法令等の規定に基づいた安全
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な施設となるよう申請内容が防火上支障がないかを審査及び検査を行う

もので、建築物の確認申請に伴う消防同意や危険物の許認可及び完成検

査のほか、昨年10月からは広島県から事務移譲された高圧ガス関係事務

及び火薬類関係の事務を処理しております。 

 続きまして、164ページをお開きください。火災予防事務事業でござ

いますが、防火対象物などが法令等に基づき適正に維持管理されている

かを立入検査を実施し、防火上支障があれば是正指導し、また自衛消防

競技大会、市民等への防火指導及び小学生の防火ポスター等への応募を

通じて防火予防思想の普及を図っています。 

 続きまして、167ページをお開きください。火災原因調査事務事業で

ございますが、火災の原因及び損害を調査し、出火原因や延焼拡大の原

因等から火災予防上及び警防活動上の資料として活用しております。 

 続きまして、168ページをお開きください。火災予防活動推進事業で

ございますが、安芸高田市防火等推進事業補助金交付要綱に基づき安芸

高田市危険物防火安全協会及び安芸高田市幼少年・女性防火委員会が行

う防火等推進事業に補助金を交付し、防火意識の高揚を図っております。

予防課以上4事業でございます。 

○川角委員長  児玉消防課長。 

○児玉消防課長  失礼いたします。続きまして、消防課が所管をしております事業につ

きまして同じく説明書に基づきまして御説明申し上げます。 

 続きの169ページから参ります。9、消防資機材整備事業でございます

が、これは消防活動を遂行するために必要な資機材を更新計画に基づき

整備するものでございまして、備品といたしまして騒音計、救助資機材

の整備を行いました。 

 続きまして、10、広域災害対応事業でございますが、これは当本部の

消防力では対応困難な事案が発生したとき県内消防応援協定や緊急援助

隊の応援を要請いたします。そのための各種訓練や講習会への職員を参

加させております。 

 続きまして、170ページをお開きください。11、消防活動・訓練管理

事業でございますが、これは実災害に備え日ごろの訓練計画とその成果

を検証し、技術の向上を図っているものでございます。 

 続きまして、12、消防水利維持管理事業でございますが、防火水槽に

関し水量確保や危険防止の観点からふたやフェンスの設置を行ったとこ

ろでございます。 

 続きまして、171ページでございます。13、消防活動支援データ運用、

管理事業でございますが、これは119番受け付け業務において迅速な聞

き取り、迅速な出動を目的としてデータの更新や指令員の技術向上研修

を行ったところでございます。 

 続きまして、14、消防、防災情報提供事業でございますが、これは消

防のホームページに関し消防の情報提供と各種様式等を掲載し、市民の

利便性を図っておるところでございます。 
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 続きまして、172ページをお開きください。15、通信指令施設の運用、

管理事業でございますが、これは通信指令施設、つまり119番の受け付

け台でございますが、これを保守点検を行い、施設の適正管理を行った

ところでございます。 

 続きまして、16、メディカルコントロール事業でございますが、これ

は救急隊員の知識向上を目的としたもので、救急救命士の研修や救急隊

が患者を医療機関に搬送するまでの処置に対し医師が指導、助言を行う

ものでございます。 

 以上、簡単でございますが、消防課の説明を終わります。 

○川角委員長  久保署長。 

○久保消防署長  失礼いたします。続きまして、消防署の警防課が所管しております事

業につきまして主要施策の成果に関する説明書173ページから176ページ

にかけて御説明をさせていただきます。 

 まず、173ページをお開きください。17、警防活動事業でございます

が、昨年度の火災出動は28件で、警戒出動は43件でございまして、これ

らの災害に対応するため毎日訓練や資機材の点検を行うとともに、災害

現場での消防団との連携を強化するために訓練指導を行いました。 

 続きまして、174ページをお開きください。18、応急手当普及事業で

ございますが、救命率の向上のためには救急車が到着するまでの間にそ

の場に居合わせた人が応急手当てをすることが重要であり、地域の団体

や学校、企業を対象に応急手当ての講習を行いました。 

 続きまして、175ページをお開きください。19、救助活動事業でござ

いますが、昨年度は30件の救助出動をしておりまして、平成18年度末に

救助工作車が導入され、最新の資機材等を活用して今まで以上に迅速、

効率的な救助活動を行うことができました。また、これらの救助事案に

対応するため日々訓練や資機材の点検を行っております。 

 続きまして、176ページをお開きください。救急活動事業でございま

すが、昨年度の救急出動は1,337件でございまして、懸案でございまし

た北部地域の救急対応について昨年度から美土里町北に北部分駐所を開

設いたしました。 

 以上、消防署警防課関係の説明を終わります。 

○川角委員長  以上で終わりますか。 

○久保消防署長  はい。 

○川角委員長  それでは、ただいまの説明に対しまして質疑を受けたいと思います。 

 質疑はございませんか。 

 入本委員。 

○入 本 委 員  決算書の124ページの災害対策費の185万3,000円の充当の説明と、そ

れから成果の説明書で消防団員の購入事業のとこで844名と865名の21名

の差があるんですが、その差についての説明をお願いいたします。 

○川角委員長  答弁を求めますが、いいですか。 

 竹川消防長。 
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○竹川消防長  済みません。ちょっと質問の中身を確認をさせていただきたいんです

けども、124……。 

○川角委員長  暫時休憩をいたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後３時４３分 休憩 

      午後３時４５分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  それでは、再開いたします。 

 広政消防本部次長。 

○広政消防本部次長兼総務課長  消防団員さんの件でございますが、844といいますのは消防団員さん

の活動服、これは消防団員さんの実員でございます。865といいますの

は、ライフジャケットを配付しまして、これは消防団員さんの定数に対

してライフジャケットを貸与しております。以上でございます。 

○川角委員長  入本委員。 

○入 本 委 員  ここには支給したとしてあるんで、全団員と同じ言葉で表現してある

んですが、我々が説明を知りたいのは、だから欠員してあるところにも

支給したというふうに理解するべきでしょうか。 

○川角委員長  広政本部次長。 

○広政消防本部次長兼総務課長  ライフジャケットにつきましては、消防団員さんの定数に対しまして

分団庫のほうに配付しております。以上でございます。 

○川角委員長  よろしいですか。 

 続いて質疑ございますか。 

 杉原委員。 

○杉 原 委 員  1点お尋ねします。主要施策の成果に関する説明書で……。 

○川角委員長  ちょっとマイクを近づけてください。 

○杉 原 委 員  主要施策の成果に関する説明書の176ページの救急活動についてお尋

ねをしてみます。出動状況が美土里が126件、高宮が158件、合わせて

284件あるわけですが、これは北部分駐所の管轄になるわけであります

が、昨年北部分駐所の勤務時間の中で、この中で何件あったのか、出動

されておるのか、また美土里町では何件あったか、高宮町では何件あっ

たかわかりませば御回答願いたいと思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 久保消防署長。 

○久保消防署長  昨年度の美土里、高宮の北部分駐所開設時間中の救急件数は、60件で

ございます。うち美土里町の件数が22、高宮が38が分駐所開設時間中の

救急件数でございます。以上です。 

○川角委員長  ほかに質疑がございますか。 

 今村委員。 

○今 村 委 員  164ページの予防課のほうの関係でございますが、防火対象物及び危

険物施設、それから高圧ガス施設、それから新たに火薬類の関係が所管

になってきておりますが、なかなか各施設の立ち入り並びに査察が多く
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あって完全に行き渡らないというふうには思うんでございますが、立ち

入り及び査察をする場合にそういう基準を設けてあるのかどうか、それ

から規模による査察の状況、あるいは社会的な要因でその業種に特にこ

だわるというようなところもあろうかと思いますが、そこら辺の基準の

ことで実施されているのかどうか。それから新たに今度管轄になった火

薬類及び高圧ガス事業所の関係でございますが、それらの総数について

把握しておられればお尋ねをしたいと思います。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 中迫予防課長事務代理。 

○中迫予防課長代理  先ほどの件でございますが、査察に関しては査察規定に基づきまして

用途によって査察の頻度を決めております。特に300人以上を収容する

不特定多数の者が入る施設につきましては、防火対象物点検報告という

ものが必要になっております。この施設については原則毎年、その他の

商店とかいろんな人が入るような、不特定多数の人が入ると言われる施

設については隔年ぐらい、その他については3年とか、あるいは小さい

ものについては5年に1回というような方針でいっております。あと危険

物施設につきましては、ガソリンスタンドなど予防規定というものが認

可が必要になる施設がございますが、これについては原則毎年、その他

の施設については2年ないし3年という方針で回っております。 

 昨年から火薬と高圧ガスの施設についての事務が移譲されております

が、これにつきましては火薬類につきましては消費場所を原則ことしは

初めてでありますので、すべて回っております。高圧ガスの施設につい

ては、昨年県から移譲される研修として移譲される前にいろんな施設の

県の立入検査に同行をした実績がありますが、まだ今年度は実施してお

りません。 

 あと高圧ガスと火薬類の事業所数のお尋ねがあったようでございます

が、これについては火薬類の許可施設、これが管内で火薬類の販売事業

が1件、採石関係の譲り受け消費、これが4件、火薬庫が1件と煙火消費

は昨年の10月からでございましたので、昨年度はございませんでしたが、

今年度6件しております。 

 高圧ガス施設につきましては、全体で59件、製造関係で38件、貯蔵所

関係で7件、消費3件、販売店が11件、計59件となっております。以上で

ございます。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

 入本委員。 

○入 本 委 員  今のとこで違反件数が非常に多いのが目につくんですよね。それとそ

の対応で問題が大きくクローズアップされるのと、その下の70歳以上の

ひとり暮らしの世帯書いてますが、これはどういう位置づけでやってお

られるのか。非常に達成率が悪いという問題がありますよね。これらの

位置づけは、どういう形でこのひとり暮らしの老人をやっておられる、

目的というものをはっきりしておかないと、ここに数字を出すというこ
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とは責任が発生するような気がするんですが、そのあたりはどのような

見解をお持ちでしょうか。 

○川角委員長  中迫予防課長代理。 

○中迫予防課長代理  ひとり暮らし老人の実施率でございますが、これは特に予告をして行

っているわけでございませんので、不在のときにはもう全然入れません

ので、そういう状況になります。法的に個人の住居に対する立入検査と

いうのは、そちらの訪問先の同意があって入れるわけでございますが、

ひとり暮らしの家庭の防火上のこんろ回りとかストーブとか、そういっ

た状況の確認あるいは不備事項があれば口頭での指導を行っております。 

 違反件数が多いのではという御指摘がございましたが、違反件数、

203件の査察件数のうち154件に違反があったということで、改修計画あ

るいは是正の報告が半数ぐらいしか、154件のうち103件の是正が行われ

た、6割ぐらいの是正指導が行われているわけでございますが、残り3分

の1程度が是正が行われてないということで、引き続き指導はしており

ます。以上でございます。 

○川角委員長  入本委員。 

○入 本 委 員  以上でございますというのはいいんですが、私とすればこの違反によ

る件数が、やったやった言うだけであって、これが事故につながったり

目的というものがはっきり、やってもやらんでもええようなように聞こ

えるんですよね、極端に言えば。これをやることによって、今のような

災害とかそういうものが起きたらいけんから目標を100％にしなきゃな

らない分でしょう、このあたりは。 

 それと今のひとり暮らしの老人の行っておらんかったとかいう、これ

やってもやらんでもええような言い方にとれるんですよね。だからこの

戸数を把握して、指導するならここに消防団員もおると、この地域には、

そこらの連携をとって本当に生命と財産を守るためにこういうたたき台

をつくってやってるんだというふうにしないと、ここに報告だけで、こ

れではやったうちにならないですよね。だからそういう使命持ってやる

んなら100％になるためには消防団員さんの力をかりるかというのが見

えないんですが、位置づけがはっきりしないんですよ。だから職務だか

らやったとなれば、これだけの報告をしとけば、あとは事故が起きても

うちは指導しましたというだけで済むものか、そのあたりの見解をはっ

きりしてもらわないとこの数字を出してもらっても余り意味がないとい

うことを言っとるんですよ。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 中迫予防課長代理。 

○中迫予防課長代理  御指摘の内容でございますが……。 

○川角委員長  竹川消防長。 

○竹川消 防 長  先ほどの件ですけども、この方針とか今後の取り組み姿勢について

でございますので、私のほうから答えさせていただきたいと思います。 

 基本的には対象物の査察をやっておる目的は、やはり100％の法令遵
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守をお願いをしていきたいと思いますけども、まずはいろんな施設を整

備していくということに関しましては指導行政という域がなかなか出に

くいと。それはなぜかといいますと、やはりいろんな観点で、もちろん

一番最初に経費がかかるということで、大きな問題、小さい問題それぞ

れございますけども、取りつけるところから取りついていただくという

ことで、即直していただきたいという要望はいたしますけども、そこら

がなかなか100％の是正に結びついていかないというのが実態でござい

ますので、引き続き地道にお願いをしながら達成率を上げていきたい、

このように考えます。 

 それからひとり暮らし老人の査察につきましては、査察という言い方

をしておりますけれども、一般住宅でございまして、もともと1人でお

住まいの方々の火回り、こちらについてお助けし、あるいは知識をお持

ちいただくという意味での査察ということも大きく含んでおりまして、

防火指導というのがメーンでございます。今後におきましては、なかな

か状況が70歳以上の達成がしておりませんけども、先ほどもちょっと言

いましたように70歳以上でございますけども、病院に入られる方もかな

りおいでです。実質伺ったときに留守、あるいは子どもさんのところに

いらっしゃったりとかいうようなこともございまして、一律査察率が

云々かんぬん申し上げられませんけども、今後そこらを達成率を上げる

べくまだまだ研究をさせてまいりたいと、このように思っております。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

 青原委員。 

○青 原 委 員  今の関連になるんですが、今、消防長が引き続きお願いをしていくと

いうような答弁だったろうというふうに思うんですが、危険物といえば

危険なもんですよね。命にかかわることも多々あると思うんですよね。

これに対しての法律的な罰則規定というのはあるんですか。もしあるん

であれば、生命がかかっとる以上はやはりそこらは厳しく取り締まりを

していくのが私は筋ではないかというふうな思いがするんですが、そこ

らの考え方をもう一度。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 中迫予防課長代理。 

○中迫予防課長代理  違反事項に対しては罰則もございますし、使用停止とか許可の取り消

しとかいう命令も当然かけられます。指導については、どうしても法的

な手段というのはなかなかとりにくいという部分がございまして、地道

に指導をしていくというのが現状でございます。以上です。 

○川角委員長  竹川消防長。 

○竹川消防長  今の罰則についてでございますけども、いわゆる非常に重い法令違反、

これあたりについての罰則はございます。我々としましては法令遵守さ

せるというのが原則でございますけども、先ほど言いましたように手ぬ

るいという部分もございます、恐らく。でもやはり企業、地域でどうい

うのがいい体制で指導して直していただけるのかということから考えま
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すと、やはり大事な部分あるいは非常に危険な部分、これについては強

力な指導をさせていただいておるところでございます。それに軽いとい

う言い方をしてはいけないと思うんですけども、ソフトな部分、防火管

理面等々につきましてはそれぞれ指導をさせていただいて、地道な教育

をしながら成果を少しずつでも上げていくという方法で処置させていた

だきたい、このように思っております。よろしくお願いします。 

○川角委員長  青原委員。 

○青 原 委 員  今、消防長が言われるのはようわかるんですよ。しかし、もし事故が

起きたときにはどうするんかということになるわけですよ。ここへ先ほ

ども入本委員のほうからも数字を上げた以上は責任を伴うよということ

も出とるわけですよね。そうして数字を上げて、地道に指導していくよ

では私はいけないのじゃないかのというふうな思いがするんです。それ

は確かにいろいろ事情があると思いますよ。経営状態とかいろんなこと

もそれはいろんなケースがあると思うんですが、やはりこれは法律です

から、そこは厳しくいくべきじゃないかなという思いはするんですよね。

消防長の気持ちもわからんでもないんですが、そこら辺をもう少しやっ

ていただければありがたいという思いがします。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 竹川消防長。 

○竹川消防長  御指摘のこと重々承知しまして、今後そこらをある程度の状況を進展

させたいと、このように考えております。よろしくお願いします。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

 今村委員。 

○今 村 委 員  防火水槽の件でございますが、今の規格に合わない防火水槽で随所に

旧規格のまま放置されてあるとか、それから消防水利がわりに使われて

るようなところもあろうかと思うんですが、中には崩れたり、あるいは

土砂が堆積したりというようなのもあろうかと思うんですよね。そこら

辺について今後どのような対応をしていくのか、そこら辺についてのお

考えはいかがでございますか。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 児玉消防課長。 

○児玉消防課長  ただいまの御質問でございますけども、確かにおっしゃいますように

消防水利の基準でいきますと40トンという部分の防火水槽の基準になる

わけですけども、以前は20トンでも県の補助がついたりとかいうような

状況もございました。16年の3月合併時から消防本部のほうが維持管理

ということでその事務を請け負ったわけでございますけども、旧町すべ

ての部分を防火水槽を掌握するまでに至っておりません。といいますの

が各町それぞれの部分で消防水利の指定をされておるところもあります

し、基準にのっとってされてないところもありますし、看板を上げてい

るとこも上げてないところもという部分の中で整理を余りされておりま

せんので、今後の方針といたしましては、40トン以上がいいのか、でも
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20トンでも近くにないので、それも水道水利に指定をするのかという部

分の中で総合的に調整を図って検討してまいりたいというふうに思いま

す。以上です。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

 明木委員。 

○明 木 委 員  説明資料の171ページ、ホームページについてなんですけど、消防は

非常にいいホームページをお持ちなんですけど、今のアクセス数と保守

管理委託料がどれくらい払われてるのか、お伺いいたします。 

○川角委員長  答弁を求めます。 

 児玉消防課長。 

○児玉消防課長  ただいまの御質問でございますけども、安芸高田市消防のほうのホー

ムページは14年度から開設をしております。9月16日現在で、ちょっと

古いんですけども、6万2,884件のアクセスがございます。ちなみに市の

ホームページは、131万1,550件、その同一日付でアクセスをされており

ます。アクセス件数については以上でございます。 

 続きまして、保守の部分でございますけども、基本的には簡易な部分

につきましては職員のほうが行っておりますので、費用はかかっており

ません。以上です。 

○川角委員長  続いて、明木委員。 

○明 木 委 員  市のホームページは、確かに130万というアクセス量です。今いただ

いた、例えばアクセスが6万2,000ということなんですけど、大方3,000

ですかね。 

 保守管理委託料がこれは職員さんでやられてるということなんですけ

ど、市のホームページのほうは93万4,400円ほど保守管理委託料を払っ

てやってて、非常に似通ったような感じのものではあるんですけど、奥

までは見ていくとそれは違うのかもしれませんけど、なぜそこに差があ

るんでしょうか。 

○川角委員長  児玉消防課長。 

○児玉消防課長  私もあんまり強くはないんですけども、基本的にトップページを安芸

高田市のホームページさん変えられましたですよね。そういうところに

なるとうちのほうではできませんので、業者委託というふうになろうか

と思います。うちのほうでは、トップページを変えずに中の件数とかと

いう部分を更新をしとるという状況でございます。以上です。 

○川角委員長  明木委員。 

○明 木 委 員  じゃあ、確認いたします。平成14年につくられたときには単独でこれ

動いてましたよね、多分。市のホームページとは別にあったものを市に

リンクされたわけですから、その当時保管管理委託料は発生してたんで

しょうか。 

○川角委員長  ちょっと決算と関係ありますか、14年というたら。今のは14年の関係

で、この19年の決算とはちょっと関係ないようなんで、また。 

 続いて、明木委員。 
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○明 木 委 員  これはなぜ14年をさかのぼって聞くかというと、今現時点でそれが発

生してなくて、今回はホームページをただリンクしただけで市のほうに

つながって、そこからアクセスできるという形になってるというふうに

思います。そのときに今回保守管理委託料が消防では発生してないとい

う事実があるんであれば、やはり総務のほうで93万4,400円というのが

発生してる、決算上これはちょっと問題になるんじゃないかなというこ

とを考えまして、これは確認をさせていただいております。 

○川角委員長  暫時休憩いたします。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後４時１２分 休憩 

      午後４時１２分 再開 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

○川角委員長  再開いたします。 

 久保消防署長。 

○久保消防署長  平成14年度の導入時期に私は通信指令室長でしたので、そのときの経

過をお話しさせていただきますと、広域連合がございました。そこの事

業の中で消防もホームページをつくりたいということで、連合がやられ

る事業の中に入れてもらったのが実態でございます。消防組合として単

独で、その当時入れました、現在も使ってますホームページは、ふだん

のメンテナンスが消防側でできる、業者を介しなくてできるというのが

売りだったというふうに記憶しております。ですからそれともう1点は、

消防のホームページにアクセスされる方は、いわゆる消防に要件のある

方というんですか、市の一般行政にアクセスされる方とはちょっとニー

ズが違うんかなということもありまして、そのホームページの業者とい

うんですかね、それを採用させてもらって以降、全部職員で先ほど言い

ましたような件数とか届け出の様式とかいうものを職員が全部手作業で

やかえております。そういった状況で現在に至っておるように記憶して

おります。以上です。 

○川角委員長  ほかに質疑ございますか。 

  〔質疑なし〕 

 それでは、質疑なしと認めます。 

 以上で消防本部所管の決算審査の質疑は終了をいたします。 

 それでは、以上で本日の日程を終了いたしました。 

 以上で、本日の決算審査特別委員会の審査を終了いたし、散会いたし

ます。 

 次回は、あす25日は休会とし、26日の午前10時に再開をいたしたいと

思います。 

 御苦労さまでございました。 

   ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

      午後４時１５分 散会 

 


